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序序序序                    文文文文 

 

ラオスにおける 5 歳未満児死亡率（/出生 1,000）の指標は、170（1993 年）から 71.4（2013 年）

に、また妊産婦死亡率（/出生 100,000）は、796（1995 年）から 220（2013 年）まで大幅に改善

されてきていますが、東南アジア地域の中で最も低い水準にあり、依然として母子保健の改善は

急務とされています。 

母子保健サービスの効果的な実施に向けて、ラオスの保健人材の不足はとりわけ主要な課題の

1 つとなっています。またラオスの保健人材の育成機関では、統一したカリキュラムや国家試験

が存在しないため、現場でのサービスが均質に行われないという問題があり、保健人材の質の向

上も課題の 1 つとして挙げられています。 

それら課題に対応するため、ラオス保健省は「母子保健人材開発プロジェクト」の実施を要請

し、独立行政法人国際協力機構（JICA）は 2012 年 2 月から 4 年間の計画で本プロジェクトを実

施してきました。 

本プロジェクトは、主に保健省及び保健科学大学等の保健人材育成機関、並びに教育病院を対

象として、①看護教育の基準となるシステムの開発・制度化、②保健人材育成機関が良質な人材

育成プログラムを実施するための能力強化、③保健人材育成プログラムを効果的に実施するため

の関係者間の調整メカニズムの強化を通じて、ラオス全国において均質で質の高いサービスを提

供するための保健人材育成システムを強化することを目的としています。 

本報告書は、プロジェクト開始以来これまでの協力の投入・成果を確認し、プロジェクトの終

了に向けての提言、及び類似の協力に活用可能な教訓を導き出すことを目的に実施された終了時

評価調査について取りまとめたものです。 

ここに、本調査にあたりご協力いただきました関係者の方々に対し、心からの感謝の意を表し

ますとともに、引き続き一層のご支援をお願い申し上げます。 

 

平成 28 年 3 月 

 

独立行政法人国際協力機構独立行政法人国際協力機構独立行政法人国際協力機構独立行政法人国際協力機構 

人間開発部長 戸田戸田戸田戸田    隆夫隆夫隆夫隆夫 
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評価調査結果要約表評価調査結果要約表評価調査結果要約表評価調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：ラオス人民民主共和国 案件名：母子保健人材開発プロジェクト 

分野：保健医療・母子保健 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：JICA 人間開発部 協力金額（本調査時点）：約 2 億 3,600 万円 

協力期間：2012 年 2 月～2016 年 2 月 先方関係機関：保健省研修研究局（DTR）及びヘ

ルスケア局（DHC） 

日本側協力機関：厚生労働省、国立国際医療研究セ

ンター、国立看護大学校 

他の関連協力： 

看護助産人材育成強化プロジェクト（2005～2010

年） 

１－１ 協力の背景と概要 

ラオス人民民主共和国（以下、「ラオス」と記す）における妊産婦死亡率（Maternal Mortality 

Rate：MMR）と 5 歳未満児死亡率（Under-5 Mortality Rate：U5MR）はともに改善されてきて

いるものの、MMR は 220（対出生 10 万、2013 年）及び U5MR は 71.4（対出生 1,000、2013 年）

と、東南アジア地域のなかで最も高く、依然として母子保健の改善は急務である。また、母子

保健サービスの効果的な実施に向けて、保健人材の不足はとりわけ主要な課題の 1 つである。 

保健医療人材育成強化を目的とした、国際的アライアンスである Global Health Workforce 

Alliance（GHWA）は、人口約 1,000 人当たりの保健人材配置が 2.3 人以下の国々を危機的状況

にあたるとし、当該国における保健人材育成を重視しているが、ラオスでは同数値が 0.53 人に

とどまっている状態にある。また、保健人材の質の向上も課題の 1 つとして挙げられる。看護

師や助産師を育成する保健科学大学（University of Health Science：UHS）や保健科学短大（College 

of Health Science：CHS）、保健学校（Public Health School：PHS）では、統一したカリキュラム

や国家試験が存在しないため、現場でのサービスが均質に行われないという問題があり、その

ための適切な保健サービスを提供する専門職人材の確保・質の向上が依然として課題となって

いる。 

ラオス保健省（Ministry of Health：MOH）は保健人材育成強化に向け、中長期的戦略である

「保健人材戦略 2020」を策定し、保健人材テクニカル・ワーキング・グループ（Human Resources 

for Health Technical Working Group：HRH-TWG）等を設置し、保健人材育成機関の教育機能、

技術水準、管理能力の強化を通じた教育の質の改善と、中央と地方の連携のもとに行われる計

画的な人材育成が、重要な活動計画として位置づけられた。しかしながら、保健人材育成機関

の教育機能、技術水準、管理能力はいまだ不十分であり、策定された計画・戦略に基づく効率

的・効果的な実施運営ができているとはいい難い。 

これらの背景に基づき、ラオス政府は 2009 年 7 月に「母子保健人材の持続可能な開発プロ

ジェクト」の要請を挙げ、本プロジェクトは 2012 年 2 月～2016 年 2 月の 4 年間の予定で開始

された。本プロジェクトは、保健省研修研究局（Department of Training and Research, MOH：DTR）

及びヘルスケア局（Department of Health Care, MOH：DHC）をカウンターパート（Counterpart：

C/P）機関とし、DTR、DHC、UHS、5 カ所の中央病院、3 カ所の CHS 及び PHS（以下、保健

人材育成機関）、12 カ所の県病院を対象として、①看護教育の基準となるシステムの開発・制

度化、②保健人材育成機関が良質な人材育成プログラムを実施するための能力強化、③保健人

材育成プログラムを効果的に実施するための関係者間の調整メカニズムの強化を通じて、ラオ

ス全国において均質で質の高いサービスを提供するための保健人材育成システムを強化する 



 

ii 

ことを目的とする。プロジェクトの終了が 2016 年 2 月に予定されていることから、プロジェ

クトの目標達成見込みや成果等を分析するとともにプロジェクトの残りの期間への課題や今

後の方向性について確認し、具体的な提言とともに報告書に取りまとめ合意することを目的と

して、今般終了時評価調査を実施した。 

 

１－２ 協力内容 

（1）上位目標：母子保健サービスの改善のために質の高い保健人材が育成される。 

 

（2）プロジェクト目標：CHIPU
1
コンセプトに基づき、均質で質の高いサービスを提供するた

めの保健人材育成システムが強化される。 

 

（3）アウトプット： 

1．看護教育の基準となるシステムが開発・制度化される。 

2．保健人材育成機関の良質な人材育成プログラム実施能力が強化される。 

3．保健人材育成システムを効果的に改善するために関係機関間の調整メカニズムが強化

される。 

 

（4）投入（2015 年 9 月現在） 

1）日本側 

・専門家派遣 

長期専門家：延べ 5 名、短期専門家：12 名（延べ 16.5 人/月）、第三国専門家：3 名

（2.1 人/月） 

・研修/ワークショップ参加者数：延べ 22 名（本邦）、延べ 51 名（タイ、インドネシ

ア、中国） 

・在外事業強化費：418,996.48USD 

・機材供与：145,582.60USD 相当 

2）ラオス側 

・C/P 配置：MOH より 6 名 

・プロジェクト事務所スペース：MOH 内に提供 

・オフィス設備：インターネット、電話、プリンター、ファックス、コピー機等 

２．終了時評価調査団の概要 

調査団 
担当分野 氏 名 所 属 

総括 相賀 裕嗣 JICA 人間開発部 国際協力専門員 

母子保健 

（技術参与） 

仲佐 保 

 

国立国際医療研究センター 国際医療協力局 

運営企画部長 

看護教育 

（技術参与） 

田村 やよひ 

 

国立看護大学校 大学校長 

 

協力企画 岸田 菜見 JICA 人間開発部 保健第四チーム副調査役 

評価分析 田中 祐子 合同会社適材適所 コンサルタント 

調査期間 2015 年 9 月 6 日～2015 年 9 月 19 日 評価種類：終了時評価調査 

                                                        
1 Complex of Hospital, Institute, Project and University〔医療サービス提供機関、医学教育研究機関（大学、医学専門学校等）、

開発パートナーの連携を進め、保健人材の能力強化を推進する構想〕 
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３．評価結果の概要 

３－１実績の確認 

（1）プロジェクト目標の達成見込み 

プロジェクト目標：CHIPU コンセプトに基づき、均質で質の高いサービスを提供するため

の保健人材育成システムが強化される。 

プロジェクト終了までにプロジェクト目標を達成する見込みは中程度に高いと判断され

た。 

CHIPU コンセプトは 2011 年に MOH で導入され、「保健人材開発戦略 2020」と「第 7 次

保健セクター開発 5 カ年計画」の双方で言及されている。2012 年の MOH 組織再編の後は

CHIPU という用語自体は広く使われていないが、学校・病院・MOH、開発パートナー等の

連携に基づき保健人材強化を図るという考え方自体は引き継がれていることが確認され

た。 

コンピテンシーと看護業務範囲を現場で実践するためのマネジメントツールは、以下の

さまざまな活動、すなわち、①モデル病棟での活動、②マホソット病院看護師を対象とし

た看護ケア向上のための TOT、③看護教育のサポーティブスーパービジョン等を通じて普

及されてきた。またプロジェクトでは 2015 年 10 月～12 月にモデル病棟のマネジメントツ

ール（患者基礎情報シート、アセスメントシート、看護ケア計画シート等を用いた看護ケ

アの質向上への取り組み）を普及するためのワークショップを計画している（指標 1）。他

方、すべての対象学校と病院でマネジメントツールが普及され、さらに活用されていくた

めには、さらなるフォローアップをしていくことが必要である。 

コンピテンシーに基づく看護教育（指標 2）に関し、MOH は 2014 年 10 月に上級ディプ

ロマのコンピテンシーに基づくカリキュラムの導入を承認し、2015 年 3 月に右カリキュラ

ムは MOH と教育省（Ministry of Education：MOE）の最終承認を受けた。コンピテンシーに

基づく上級ディプロマカリキュラムは 2014 年 10 月より 3 県の CHS とビエンチャン看護学

校（ブリッジコース）で導入され、UHS と PHS では 2015 年 10 月より導入予定である。 

国家免許制度の枠組み（指標 3）に関しては、看護師の国家試験制度を含む国家免許制度

の詳細な枠組みはプロジェクトで策定した「ラオス国保健専門職の免許制度戦略（案）」の

なかで記載されており、右草案は 2015 年 10 月には承認プロセスに提出される見込みであ

る。2015 年 12 月には MOH に正式承認される予定であることが報告された。 

 

（2）各アウトプットの達成状況 

アウトプット 1：看護教育の基準となるシステムが開発・制度化される。 

アウトプット 1 はおおむね達成された。協力期間の前半には「資格をもつ看護師の国

家コンピテンシー（National Competencies for Licensed Nurses）」（以下、看護師の国家コン

ピテンシー）が策定され、看護専門職の質管理に関連する中心的なコンセプトとして位

置づけられている。「看護業務範囲ガイドライン」の改訂に向けプロジェクトでは右ガイ

ドラインの適用に関する現状調査を実施し、その結果に基づきガイドラインを改訂し

2015 年 4 月に MOH の承認を受けた。その後、プロジェクトでは改訂ガイドラインを普

及するワークショップを実施している（指標 1-1）。 

「看護助産学校管理ガイドライン」については、DTR と連携し改訂作業を進めており、

2015 年末には改訂作業を完了予定である（指標 1-2）。「看護助産規則」の改訂については

2015 年 8 月に主な改訂論点について内部で協議し、今後関係者とともに詳細について協

議をもつ予定である。 

国家免許制度の制定プロセスでは、MOH や UHS の主要関係者がタイ、インドネシア、

日本等を訪問し、各国の国家免許制度について学ぶ機会をもった。さらに日本からは複 
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数回にわたり短期専門家が投入され、ラオスの国家試験・免許制度に関する検討や協議

が重ねられてきた。国家試験を含む国家免許制度の枠組み（指標 1-3）を明確にするため、

プロジェクトでは数度にわたる会合の結果「ラオス国における保健人材免許システム戦

略」草案を策定した。 

標準看護ケアのための取り組みとして、新たな看護記録フォーマットはマホソット病

院の外科 4 病棟（泌尿器、腹部、小児、整形）のモデル病棟に導入されている。2013 年

8 月の MOH による正式承認を経て、プロジェクトではロードマップ、ゴール、指標を設

定しモデル病棟での活動を開始した。プロジェクト前半期にはオーダリングフォームが

導入され、現在でもモデル病棟の医師らにより広く使用されている。2014 年 6 月からは

新しい看護記録の様式として基礎情報シート、アセスメントシート、看護ケア計画シー

トが導入され、モデル病棟内の看護師により使用開始された。これら活動のフォローア

ップを目的として短期専門家が投入されたほか、プロジェクトではマホソット病院に派

遣中の JICA シニアボランティア（SV）の看護師

2
の協力によりモデル病棟の活動を日々

フォローアップすることができた。看護記録の質改善に関しプロジェクトではマホソッ

ト病院看護部と看護師 SV の協力の下で調査を実施し、新しい看護記録を導入した直後

（2014 年 7 月）のベースラインに比較して看護記録の質が向上したことが確認された。

新しい看護記録は今後も継続的にモデル病棟で使用される予定であり、看護の質のさら

なる向上のために適切な評価や指導が今後も継続してなされることが期待される。 

 

アウトプット 2：保健人材育成機関の良質な人材育成プログラム実施能力が強化され

る。 

アウトプット 2 はおおむね達成されており、プロジェクト終了までには達成する見込

みである。協力期間の前半では、コンピテンシーに基づく看護教育カリキュラム委員会

が MOH、中央及び県の実習病院、UHS と CHS 教員をメンバーとして設立された。2013

年 5 月～2014 年 12 月の間に 16 回の委員会を開催し、上級ディプロマ看護コースのカリ

キュラムとシラバスが策定された（指標 2-2）。 

また、CHS のある 3 県から 25 名の教員及び実習指導担当者がタイ・ブラパ大学の教員

研修コースに参加している。その後プロジェクトでは UHS/CHS/PHS の看護教員と実習病

院の指導担当者を対象に、①コンピテンシーに基づく教育と、②標準看護ケアに関する

理解を深めるための普及ワークショップを複数回実施し、①については対象者の 62.4％、

②については 36.2％が研修を受講している（指標 2-1）。プロジェクトは今後も上記②「標

準看護ケア」に係る研修を MOH とマホソット病院との連携により実施し、教員及び実習

病院指導担当者の理解を深める予定である。 

教育環境の改善（指標 2-3）については、プロジェクトでは 2012 年と 2014 年にニーズ

調査を実施し、9 つの学校と実習病院における教育教材・機材の必要性を把握した。これ

らの調査結果に基づき、プロジェクトでは教育用機材として実習機材や教科書等を 5 つ

の学校及び 13 の実習病院に対し供与し、これらの学校・実習病院で上級ディプロマ看護

コースを実施すべく環境改善を行った。このほか、MOH では独自の予算で 2014/15 年度

に教材を提供したほか、2015/16 年度にも教育環境改善のための予算を申請している。さ

らに、改訂カリキュラムを効率的かつ効果的に実施するため、プロジェクトでは MOH、

UHS、中央病院から成るメンバーで看護教育に係るサポーティブスーパービジョンチー

ムを設立した。右チームは 2015 年 3 月～5 月に 3 県の CHS と実習病院を訪問し、看護助

産学校管理ガイドラインに規定された基準を基に看護教育の質評価を実施した。DTR で 

                                                        
2 SV看護師の派遣期間は2011年9月～2014年3月であり、その後同じSV看護師が2015年1月から2年間の任期で再赴任している。 
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は 2016 年度も本活動の継続を希望しており、2016 年度の予算計画にも本活動を含めて申

請中である。 

 

アウトプット 3：保健人材育成システムを効果的に改善するために関係機関間の調整メ

カニズムが強化される。 

アウトプット 3 は中程度に達成されている。UHS と 3 県の CHS はそれぞれ年間計画を

作成し、実習病院との調整会議にて関係者〔県保健局（Provincial Health Office：PHO）等〕

とも共有されている（指標 3-1）。学校と実習病院はコンピテンシーに基づくカリキュラ

ムを導入するために調整メカニズムを改善しつつあることが報告された。 

学校はほぼ年に 1 度 MOH と PHO に報告書を提出しているが、現行の学校管理ガイド

ライン上では年に 2 度の報告が規定されており、その規定は遵守されていないのが現状

である（指標 3-2）。 

MOH から学校に対するフィードバックは年に 1 度の学校管理者会議のなかですべての

学校に対して一斉に実施しており、そのなかで看護教育の環境改善のために必要なアク

ションについても言及している（指標 3-3）。このほか、各学校に対するフィードバック

については必要に応じ電話等での対応がなされている。プロジェクトではフィードバッ

クを強化するために MOH、UHS、中央病院のメンバーから成る看護教育のサポーティブ

スーパービジョンを CHS のある 3 県（ルアンパバーン、サバナケット、チャンパサック）

で試験的に実施した。 

他方、年次報告書がすべての学校から提出されているにもかかわらず、DTR 内の報告

書管理は十分とはいえない状況である。プロジェクトではこの状況を改善するため、報

告とフィードバック体制の手順を DTR 内で明確化し、その手順は改訂された看護助産学

校管理ガイドラインの施行と同時に導入される予定である。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性 

プロジェクトの妥当性は以下の理由から高いと判断された。 

・プロジェクトの計画はラオス保健セクターの上位政策である「保健人材開発戦略 2020」

や「第 7 次保健セクター開発 5 カ年計画（2011～2015）」と合致しており、これら戦

略・計画のなかでは保健人材の強化やそのための関連機関（MOH、学校、病院）の連

携強化の必要性が掲げられている。なかでも、「第 7 次保健セクター開発 5 カ年計画

（2011～2015）」では、保健システムの強化により保健サービスの質を ASEAN ひいて

は国際レベルにまで向上することが記載されている。 

・プロジェクトは日本の対ラオス国別援助方針とも合致している。本プロジェクトは重

点課題「保健医療サービスの改善」のなかの「母子保健システム改善プログラム」に

位置づけられており、母子保健人材のなかで看護職の占める割合が大きいことにかん

がみると看護教育に特化した協力内容も適切であるといえる。さらに、2013 年 1 月に

は日本の厚生労働省とラオス MOH との間に覚書が締結され、「人材開発：例えば、医

師・看護師・保健師等の訓練プログラム」を含む医療分野での協力を進めることにつ

いて検討すること

3
を合意した。 

・ASEAN Economic Community 統合に向け、関連する相互承認枠組み協定に準拠してい

くため、MOH としても国家コンピテンシーや国家免許制度の確立が喫緊の課題である。 

                                                        
3 「日本国厚生労働省とラオス人民民主共和国保健省との医療分野の覚書【仮訳】」より引用。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000031301.html（2015年9月17日にアクセス） 
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・母子保健分野の改善は、ミレニアム開発目標にも掲げられている。 

 

（2）有効性 

プロジェクトの有効性はプロジェクト目標の達成見込み同様、以下の理由により中程度

に高いと判断された。 

・「保健専門職の国家免許制度に係る戦略」草案は 2015 年 12 月をめどに MOH より承認

される予定である。 

・マホソット病院の看護実践モデルの病院内外への普及はプロジェクトにとって残され

た課題の 1 つである。今後計画どおり右モデルの普及ワークショップが他病院に対し

ても実施され、マネジメントツールが対象となるすべての学校・病院で活用し始めた

場合には、本プロジェクトの有効性をさらに高めることができる。 

 

（3）効率性 

プロジェクトの効率性は以下の観点から中程度に高いと判断された。 

・効率性に貢献する要因として、タイの第三国専門家の活用が挙げられる。第三国専門

家は、看護師の国家コンピテンシーの開発や、コンピテンシーに基づくカリキュラム

の策定、モデル病棟での看護記録の改善等に対しても支援を行った。また、2014 年 2

月よりタイのブラパ大学で第三国研修も開始され、これまで 5 回にわたり実施してい

る。二国間では、言語や文化の障壁が少ないこともあり、ラオス側教員や実習指導担

当者の能力強化を効率的に実施することができた。 

・プロジェクトの後半期には日本側の長期専門家は 2 名から 3 名に増員され、短期専門

家も数多く投入された。設定されたプロジェクト目標を期間内に達成するために人員

配置の側面が強化された。 

・2012 年 2 月のプロジェクト開始以降、PDM の修正は 3 回実施された。PDM（Ver.1）

は 2013 年 7 月の運営指導調査時に、PDM（Ver.2）は 2014 年 3 月の中間レビュー調査

時にそれぞれ合意され、指標 2-1（アウトプット 2）のターゲット値を追加することで

現行の PDM（Ver.3）が 2015 年 4 月に合意された。これらの軌道修正とともに、プロ

ジェクトは想定された成果を得るために効果的な活動推進が可能となった。 

 

（4）インパクト 

上位目標「母子保健サービスの改善のために質の高い保健人材が育成される」の達成見

込みは、中程度であると判断された。新規卒業生を対象とした国家免許制度のための国家

試験は、3 年後をめどに実施されると考えられ、国家免許制度の事務局的業務を担う予定

である保健専門職カウンシルの組織化は、今後国家免許制度の開発過程でより進められる

ものと判断される。 

上位目標以外のインパクトとしては、以下の点が挙げられる。 

・国家免許制度の開発過程では、看護師のみならず医師や歯科医師も活動に関与した。

このため、国家免許制度開発に係るプロジェクトの成果は、他の保健職種へもプラス

のインパクトが見込まれる。 

・4 つの PHS におけるディプロマ看護コース（2.5 年）カリキュラムは、2015 年 10 月よ

りコンピテンシーに基づく上級ディプロマ看護コース（3 年）にアップグレードされ

る見通しである。また、このカリキュラムは、助産カリキュラムの改訂にあたっても

参考文書として活用された。 

プロジェクト実施による負のインパクトは、現時点で確認されていない。 
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（5）持続性 

1）政策面 

政策面の観点からの持続性は以下の理由から高いと判断された。 

・保健人材の育成は今後もラオス保健セクターの重点課題として位置づけられる可能

性が高い。「保健人材開発戦略 2020」では学校・病院・MOH 等関係機関の連携強化

を通じた保健人材の能力強化の必要性が挙げられている。 

・「第 8 次保健セクター開発 5 カ年計画（2016～2020）」
4
では、①保健サービスの質の

担保や②保健システム開発の強化に関する目標が記載されている。 

・改訂保健法は 2014 年 12 月に国会に承認され、2015 年 5 月に施行された。改訂保健

法のなかには、国家免許制度が保健専門職カウンシルの役割・責務として記載され

ている。さらに、「ラオス国保健専門職の免許制度に係る戦略（案）」は策定され、

承認手続きのために 2015 年 10 月に提出される計画である。 

2）組織・財政面 

組織・財政面の観点からの持続性の評価は以下のその持続性に貢献し得る要素もいく

つか確認されたが、終了時評価時点では以下の理由により、その持続性を検討するには

時期尚早と判断された。 

・9 カ所の学校に対し、教材の提供や看護教育のサポーティブスーパービジョンを実

施するため、DTR ではこれらの必要経費を 2015/16 年度の予算申請に計上している。 

・「保健ケア改革計画（2016～2020）」によれば、「公的・民間セクターの保健専門職

の登録に係る国家試験制度開発プロジェクト」と題されたプロジェクトが、668,100 

USD の見込み予算額とともにリストアップされている。 

・マホソット病院の副院長は、プロジェクトによりモデル病棟で導入した看護記録の

新しい様式をプロジェクト終了後も継続して活用していきたい意向をもつととも

に、今後モデル病棟以外の病棟に対しても、これらの看護記録の様式を普及させて

いきたいと考えている。 

・他方、保健専門職カウンシルの組織的構造については、終了時評価調査時点では十

分に明確になされていない。 

3）技術面 

技術面の観点からの持続性は、以下の理由により中程度に高いと判断された。 

・コンピテンシーに基づく上級ディプロマコースは 3 県の CHS で既に導入されてお

り、教員達は標準シラバスを策定するとともに新しいカリキュラムを実施するため

の教授法について学んだ。これらの教育を強化するために、学校と実習病院に対し

て教材や教育用機材等も提供された。 

・モデル病棟では看護記録の改善が少しずつみられている。2014 年 6 月より新しい看

護記録のフォーマットが導入され、モデル病棟の看護師たちからはプロジェクト終

了後もこれらを継続して使用する意向が確認された。 

・モデル病棟の活動を普及するため、マホソット病院のモデル病棟とモデル病棟以外

の看護師約 20 名が TOT を受講し、普及ワークショップの講師となる準備を進めて

いる。 

・看護教育委員会（UHS、CHS、及びその実習病院関係者から成る）は DTR が今後コ

ンピテンシーに基づくカリキュラム改訂等、必要に応じて招集した際には集まる仕

組みとなっている。看護教育のサポーティブスーパービジョンの継続にあたって

は、これまでの研修やマニュアルの策定によりスーパーバイザーたちは今後独自に 
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サポーティブスーパービジョンを実施する準備ができている。 

 

（6）効果発現に係る貢献・阻害要因 

1）貢献要因 

・プロジェクトの活動は、マホソット病院に配属された看護師 SV との密な連携の下

に実施された。モデル病棟の看護記録の改善に係る活動は、SV の配属期間中には

日常的にフォローアップされてきた。さらに、県・郡レベルの病院に配属された JICA

青年海外協力隊（Japan Overseas Cooperation Volunteer：JOCV）も、プロジェクトで

実施する国家コンピテンシー、コンピテンシーに基づくカリキュラム、看護業務範

囲ガイドライン、機材の維持管理等に関するワークショップに配属先の看護スタッ

フと参加し、これらの事項に関する理解を深めてきた。 

・看護業務範囲ガイドラインや看護師の国家コンピテンシーを効果的に普及するにあ

たり、医師や病院の管理職（院長、副院長、看護師長等）の巻き込みは重要であっ

た。プロジェクトではこれらの関係者をガイドラインや規定、マネジメントツール

の普及に係るワークショップで可能な限り招待し、関係者の理解醸成に努めた。 

・アウトプット 1 と 2 の活動を強化するため、タイの第三国専門家が投入された。そ

のうち 1 人は定期的にラオスを訪問し、看護教育カリキュラム開発等の支援を行う

ほか、タイのブラパ大学では第三国研修も実施された。これらの経験は、二国間で

言語的・文化的な障壁が低いこともありラオス側の教員や実習担当者の理解を効率

的に向上させることができた。 

・インドネシアへのスタディビジットは、ラオス側 C/P の国家免許制度に関する議論

の活性化につながった。スタディビジットの結果は、MOH の管理職を含む関係者

に共有され、帰国後まもなく「ラオス国保健専門職の免許制度に係る政策戦略（案）」

が策定された。 

2）阻害要因 

・MOH の保健ケア専門職室は、国家免許制度の開発を主管する部署であるが、同室

は感染症対策も兼務している。室内の人員はこれら多様な責務を同時遂行するには

十分ではなく、結果として国家免許制度の開発に必要な時間を十分に割くことがで

きなかった。 

・プロジェクト開始後初期の段階では MOH 内に看護課が存在していたが、2012 年 7

月の MOH 再編により看護課の職務は DHC 内の他部署に統合された。その結果、現

在では看護の専門職や看護ケアサービスの質に関し特化して管理する部署が存在

しない状況となった。 

 

３－３ 結論 

プロジェクトは順調な進捗をみせており、アウトプット 1 と 2 はともにおおむね達成、アウ

トプット 3 は中程度に達成されていると判断された。プロジェクト終了までにプロジェクト目

標を達成する見込みは中程度に高いと判断される。プロジェクトにより、理論面、及び臨床と

教育のすべての現場でコンピテンシーに基づく看護教育の基盤強化が図られた。評価 5 項目の

観点からの分析結果として、妥当性は高く、有効性と効率性は中程度に高いと判断された。イ

ンパクトの見込みは現時点では中程度と判断されたが、上位目標以外のインパクトもいくつか

確認された。持続性については、政策面では高く、組織・財政面の観点からの評価は現時点で

は時期尚早と判断され、技術面では中程度に高いと判断された。 
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３－４ 提言と教訓 

３－４－１ 提言 

調査結果に基づき、調査団は以下のとおり提言を行った。 

【プロジェクト期間中に対する提言】 

1．国家免許制度に係る戦略の円滑な提出及び承認のために必要なアクションと調整がな

されること。 

2．看護実践モデルのさらなる改善に向け、モデル病棟での看護ケアの質が継続的に強化

されるよう必要な努力を進めること。 

3．看護実践モデルに関する知識の普及にあたっては、ワークショップ前後にテストを実

施するなどして知識の増加を計測すること。 

4．看護ケアマネジメントツールの普及ワークショップへは管理職の参加を促し、トップ

レベルからこれらのツールを活用するよう動機づけを行うこと。 

5．看護実践モデルの普及プロセスにおいては、今後もより一層 JOCV 人材を活用してい

くこと。 

6．学校報告制度に関し、プロジェクトは適切な報告頻度を再度検証し、その結果を改訂

された学校管理ガイドラインに反映すること。 

7．看護教育のサポーティブスーパービジョンの実施にあたっては、年に 2 回の報告書を

事前にレビューし、その内容に対するフィードバックを実施する機会としてとらえるべ

きである。なお、緊急な対応が必要な場合には、適宜従来どおり電話等での対応も行う

こと。 

8．国家免許制度を計画どおりに制定し実施するために、MOH は保健ケア専門職室の職員

が免許制度に係る職務に専任できる環境を整備すること。 

 

【プロジェクト終了後に対する提言】 

1．看護実践モデルの戦略的なスケールアップにあたっては、MOH は看護修士を保有する

スタッフを戦略的にリーダーとして配置するなどし、看護実践モデルの導入にあたり適

切な助言や指導がなされる体制を整備すること。 

2．看護助産規則改訂の作業を進めるにあたっては、MOH は関係する看護・助産のステー

クホルダーを巻き込んで実施すること。 

3．サポーティブスーパービジョンの継続にあたっては、スーパーバイザーチームのメン

バー構成をより簡易な形態に見直すこと。 

4．今後の疫学的・社会人口学的な変遷により、コンピテンシーに基づくカリキュラムは

必要に応じてレビューまたは改訂すること。 

 

３－４－２ 教訓 

プロジェクトの実施プロセスにおいては、グッドプラクティスや教訓となり得る経験が確

認された。今後類似の技術協力プロジェクトのデザイン検討や計画策定を行う場合には、以

下の教訓を適用またはその適用可能性について検討することが望ましい。 

1．看護実践モデルの他病院への普及にあたっては、マネジメントツールの紹介や説明だけ

でなく、トップレベルのコミットメントと継続的な指導があって初めて実践可能なもので

ある。看護実践モデルを導入するにあたっての行動変容を起こすには一定期間が必要であ

る。 

2．第三国専門家や第三国研修を戦略的に活用することで、プロジェクト効果の貢献要因と

なり得る。 

3．特定の技術分野で優先度の高い必要性が生じたときには、プロジェクトスコープ内に新
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しい要素を取り入れ対応するなど、プロジェクトのデザインを柔軟に変更することも重要

である。 

4．保健職のなかでも占める割合が高く、多様な教育背景をもつ看護専門職をターゲットと

して教育システムや関連規定・制度開発を進めることで、その経験を他職種に対しても適

用することが可能となる。 

5．保健人材（Human Resources for Health：HRH）の育成に関し、①看護教育、②看護サー

ビス、③関連規定の整備を行う包括的なデザインにより、HRH をとりまく複雑な課題に多

面的に取り組み、それぞれの領域で関連性のある成果を上げることにつながった。 
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Summary of the Terminal Evaluation Results 
1. Outline of the Project 

Country: Lao PDR 

 

Project title: Sustainable Development of Human 

Resources for Health to improve Maternal, Neonatal and 
Child Health Services in Lao PDR 

Issue/Sector: Maternal and Child Health Cooperation scheme: Technical Cooperation 

Division in charge: Human 

Development Department, JICA 

Total cost（as of Sep 2015）: 236 million yen 

 

Period of Cooperation: February, 2012 

– February, 2016 

Partner Country’s Implementing Organisations:  

Department of Training and Research（DTR）, MOH and 

Department of Health Care（DHC）, MOH 

Japanese Cooperating Organisation（s）:  

・Ministry of Health, Labor and Welfare 

・National Center for Global Health and Medicine 

・National College of Nursing, Japan 

Related Cooperation: 

・Project for Human resource Development of 

Nursing/Midwifery 

1-1 Background of the Project 

 Since mid-1980s, Lao People’s Democratic Republic（Lao PDR）has made considerable progress in 

improving the health of its population. However, it faces the most prominent challenges among the states 

of South East Asian Region in reaching the Millennium Development Goals（MDGs）4 and 5. The 

Maternal Mortality Ratio per 100,000 live births is still at 580 and the Under Five Mortality Rate per 

1,000 births is 61
5
. Moreover, in 2009, the number of health workers（medical doctors, nurses and 

midwives with middle and high level professional education）was 3,385, equal to 0.53 health workers per 

1,000 populations which is significantly lower than the Global Health Work Alliance（GHWA）

recommended standard of 2.3 health workers per 1,000 populations. The quality of health services is 

another challenge. Nursing and midwifery schools（both university and Colleges）do not have unified 

curriculum nor national level exams; as a result, quality of health services is often not standardized or 

equitable.  

 To overcome these challenges, a comprehensive national policy ‘Health Strategy up to the Year 2020

（May 2000）’ was established to bring the health sector in Lao PDR out of the least developed status 

and to achieve the MDGs. Under this master plan, ‘Health Personnel Development Strategy By 2020 

Nov.2010）’ was elaborated and the Human Resources for Health Technical Working Group

（HRH-TWG）was formulated in order to enhance capacities of training institutions for health both in 

terms of quantity and quality. 

 JICA carried out ‘The Project for Human Resource Development of Nursing/Midwifery

（2005-2010）’ to enhance a nursing education system by laying foundation for human resource 

development of nursing and midwifery staff. Through this project, “Nursing and Midwifery 

Regulations”, “Guidelines for the Scope of Nursing Practice” and “Nursing/Midwifery School 

Management and Implementation Guidelines” were elaborated. Although this project developed sets of 

legal framework for nursing and midwifery education, the overall system for licensing based on national 

examination, capacity of trainers for nursing education, and/or coordination among schools and hospitals 

both at the central and the provincial levels still need to be strengthened. 

 Based on the above background, the Government of Lao PDR submitted an official request to Japan 

for the ‘Project for Sustainable Development of Human Resources for Health to Improve Maternal, 

Neonatal, and Child Health Services’ in July 2009.  

 The Project began in February 2012 for four years of cooperation period（till February 2016）. The 

counterpart（C/P）of the Project is Department of Training and Research（DTR）and Department of Health 

Care（DHC）of the Ministry of Health（MOH）, and it targets University of Health Science（UHS）, five 

central hospitals, 8 colleges and schools, and 12 provincial hospitals. The Project aims to reinforce 
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systems for developing human resources for health in order to provide standard and quality services 

through 1）development of standard systems for nursing education, 2）Strengthening capabilities of 

training institutions to implement quality educational programs, and 3）Strengthening coordination 

among relevant departments and organizations to improve the educational systems. Since the Project 

cooperation period will end in February 2016, the Terminal Evaluation Team was dispatched to review 

the progress and the achievement and to discuss and agree on the countermeasure to solve the challenges 

if any. 

 

1-2 Project Overview 

（1）Overall Goal: Qualified human resources for health are developed to improve MNCH Services. 

 

（2）Project Purpose: Systems to develop human resources for health are reinforced to provide standard 

and quality services based on the concept of CHIPU（Complex Hospital Institute 

Project University）. 

（3）Outputs:  

1. Standard systems for nursing education are developed and/or institutionalized. 

2. Capacities of training institutions to implement quality educational programs are strengthened. 

3. Good coordination is strengthened among relevant departments and organizations to effectively 

improve the educational systems. 

  

（4）Inputs（as of Sep 2015） 

Japanese side: 

 ・Japanese experts 

     Long-term: 5 persons; Short-term: 12 persons（16.5MM）,  

      Third-country experts: 3 persons（2.1MM） 

・Training/workshops: 22 participants（in Japan）, 51 participants（in Thailand, Indonesia 

and China） 

・Local Cost: USD 418,996.48 

・Equipment: USD145,582.60  

Lao side:  

・Assignment of C/P: 6 personnel from MOH 

・Project Office: office space within MOH 

・Office facilities: access to the computer network, telephone line, printer, fax and 

photocopy 

2. Outline of the Terminal Evaluation Team 

Terminal 

Evaluation 

Team 

1. Team Leader, Dr. Hirotsugu Aiga, Senior Advisor on Health & Nutrition, Japan 

International Cooperation Agency（JICA） 

2. Human Resource for MCH, Dr. Tamotsu Nakasa, Director, Department of Health 

Planning and Management, Bureau of International Health Cooperation, National 

Center for Global Health and Medicine  

3. Nursing Education, Dr. Yayoi Tamura, President, National College of Nursing, 

Japan 

4. Cooperation Planning, Ms. Nami Kishida, Deputy Assistant Director, Health 

Division 4, Human Development Department, JICA 

5. Evaluation Analysis, Ms. Yuko Tanaka, Consultant, Tekizaitekisho LLC. 

Period September 6, 2015 – September 19, 2015 Type of Evaluation: Terminal 

Evaluation 

3. Summary of Terminal Evaluation Results 

3-1 Achievements 

（1）Likelihood of Achieving the Project Purpose 

 

Project Purpose: Systems to develop human resources for health are reinforced to provide standard and 
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quality services based on the concept of CHIPU（Complex Hospital Institute Project 

University）. 

The concept of CHIPU was introduced during the former health administration, and it is stated both in 

“Health Personnel Development Strategy by 2020” and “The VII
th

 Five Year Health Sector Development 

Plan（2011～2015）”. After the reorganisation of Ministry of Health in 2012, the term CHIPU itself is not 

utilised although the essence is still recognised. The Team notes that the concept of CHIPU is to promote 

development of human resources for health through partnership among schools, hospitals, and the MOH 

and development partners.  

The possibility of achieving the Project Purpose by the end of the Project is moderately high. 

Management tools to put “competency” and “scope of nursing practice” into practice have been 

disseminated through various activities such as i）activities in model wards, ii）Training of trainers for 

improvement of nursing care for nurses in Mahosot Hospital, and iii）planning and implementation of 

supportive supervision for nursing education（indicator 1）. Moreover, the Project plans to conduct series 

of workshops during October-December 2015 in order to disseminate management tools（i.e. practice of 

nursing process using patients’ information sheet, assessment sheet and nursing care plan sheet etc.）in 

model wards. In order to effectively apply management tools in all target schools and hospitals, 

additional follow-up would be necessary. 

As for the competency based nursing education（indicator 2）, the MOH approved the introduction of 

competency based curriculum for higher diploma nurses in October 2014. Final approval from the MOH 

and MOE were made in March 2015. The competency based curriculum was introduced from Oct 2014 

in three CHS and Vientiane nursing school（continuing education）. UHS and four PHS plan to start 

utilising the competency based curriculum for its higher diploma nurses from October 2015. 

Regarding the framework of the national licensing system（indicator 3）, detailed framework of the 

national licensing system including national examination for nurses has been discussed and the 

“Strategies of Health Professional Licensing System in Lao PDR” drafted by the Project will be 

submitted for approval by October 2015. It is reported that the Strategy shall be approved by the MOH 

by December 2015. 

 

（2）Level of Achievements: Outputs 

Output 1: Standard systems for nursing education are developed and/or institutionalized. 

Output 1 is mostly achieved. During the first half of the cooperation period, the “National 

Competencies for Licensed Nurses” was developed under Output 1 as a key concept related to quality of 

nursing professions. For revising the Guidelines for the Scope of Nursing Practice, the Project conducted 

studies to assess situation of application of guidelines. Based on studies, the Project revised the 

guidelines and it was officially approved by Minister of Health in April 2015. The Project conducted 

series of workshops in order to disseminate revised/developed guidelines mentioned above（indicator 

1-1）.  

As for the Nursing/Midwifery School Management and Implementation Guidelines, the Project, in 

coordination with DTR, started revising the guidelines, and it is expected to be completed by the end of 

2015（indicator 1-2）. The Project had an internal meeting in August 2015 to discuss about the main 

points to be reviewed within the existing “Nursing and Midwifery Regulations”, and more details will be 

discussed among key stakeholders. 

During the elaboration process of the framework of the national licensing system, some core personnel 

from the MOH and UHS were invited to learn about national licensing systems in Thailand, Indonesia 

and Japan. Short-term experts were also dispatched various times in order to enhance understanding and 

stimulate discussion on national examination and licensing system in Lao PDR（see section 3.1.1 and 

Annex 4 for details of training and short-term experts）. Regarding the development of a national 

licensing system including national examination（indicator 1-3）, the Project is currently developing a 

“Draft of Minister of Health Agreement on Strategies of Health Professional Licensing System in Lao 

PDR” as a result of various meetings.  

Standards for nursing care are also introduced within four model wards in the surgery department（i.e. 

Urology, Abdominal, Pediatric and Plastic surgery）of Mahosot Hospital. With the formal approval by the 

MOH for the introduction of the Guidelines in Aug 2013（No.1896/MOH）, the Project developed a road 
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map, goals and indicators in order to undertake activities. Ordering form was introduced at the earlier 

stage of the Project and is widely used by medical doctors in model wards. From June 2014 set of new 

forms for nursing records, including basic information sheet, assessment sheet, and nursing care plan 

sheet were introduced and started to be utilized by nurses in mentioned model wards. Several short-term 

experts were dispatched to follow-up and to conduct several assessments. Moreover, the Project could 

also benefit from collaboration of JICA senior volunteer, who follow-up activities of nursing process 

improvement at model wards on daily basis
6
.  

Quality of nursing documentation is assessed by the Project in collaboration with nursing department of 

Mahosot Hospital and a senior volunteer from JICA dispatched to the hospital. The result of the study 

shows there is an improvement of quality of nursing documentation compared to the baselines taken in 

July 2014. 

 

Output 2: Capacities of training institutions to implement quality educational programs are strengthened. 

Output 2 is mostly achieved and it will be achieved by the end of the Project. During the first half of the 

cooperation period, the competency based nursing education curriculum committee was formulated with 

members from the MOH, teaching hospitals（central and provincial levels）, UHS and three CHS. The 16 

committee meetings were held in May 2013 - December 2014 to develop competency based curriculum 

and syllabus for higher diploma nurses（indicator 2-2）.  

25 teachers and clinical trainers from three provinces were also sent to participate in teachers’ training 

course in Burapha University in Thailand. The Project then provided number of dissemination 

workshops targeting nursing teachers and clinical trainers of the hospitals in order to enhance their 

understanding of 1）competency based education and 2）standards of nursing care. Out of all target 

nursing teachers and clinical trainers, 62.4％ trained on 1）competency-based education and 36.2％ on 

2）standard of nursing care（indicator 2-1）. The Project will continue dissemination of “standards of 

nursing care” in coordination with the MOH and Mahosot Hospital in order to enhance understanding of 

teachers and clinical trainers on nursing care.  

As for the improvement of education environment（indicator 2-3）, the Project conducted needs 

assessments in 2012 and 2014 for teaching materials covering nine schools and teaching hospitals. Based 

on the results of needs assessments, the Project provided teaching materials（such as equipment for 

clinical practice, textbooks, etc.）to five schools and 13 teaching hospitals in order to effectively 

implement the revised curriculum for HDN. Further, the MOH provided teaching materials in 2014/15 

and is also applying budget for the improvement of teaching environment in 2015/16.  

As part of its activities to support efficient and effective implementation of the revised curriculum, the 

Project set up a team of supportive supervision for nursing education, composed of members from the 

MOH, UHS and central hospitals. The team visited CHS and their teaching hospitals in three provinces 

during March- May 2015 in order to assess quality of nursing education by utilizing criteria stipulated 

within Nursing/Midwifery School Management and Implementation Guidelines. DTR is willing to 

continue this activity for the next year as they include supportive supervision for nursing activity in their 

annual budget planning 

 

Output 3: Good coordination is strengthened among relevant departments and organizations to 

effectively improve the educational systems. 

Output 3 is moderately achieved. UHS and three CHS develop each annual plan and they are shared 

among stakeholders（PHO etc.）during coordination meetings with their teaching hospitals（indicator 

3-1）. Schools and hospitals adjusted the coordination mechanism to improve clinical teaching in 

hospitals by incorporating competency based curriculum. 

School sends report to PHO and the MOH almost once a year, while the current Nursing/Midwifery 

School Management and Implementation Guidelines regulate to submit bi-annual reports（indicator 3-2）. 

Feedback from the MOH to schools is made once a year to all health schools in the country during the 

school management annual meeting, including necessary actions to be taken in order to improve nursing 

                                                      

6 The senior volunteer (SV) nurse was dispatched during September 2011- March 2014, and the same SV nurse 

was re-assigned from January 2015 for two years. 



 

xv 

education environment（indicator 3-3）. In order to provide feedback, supportive supervision for nursing 

education composed of a team from the MOH, UHS and central hospitals were conducted on a pilot 

basis in three provinces（LPB, SVK, CPS）. 

Even though annual reports are submitted from every school, management of reports within DTR is not 

strong enough to keep track of reports. The Project clarified the procedure for reporting and feedback 

system within DTR and the procedure will be utilized once revised Nursing/Midwifery School 

Management and Implementation Guidelines is enacted. 

 

3-2 Results as per Five Evaluation Criteria 

（1）Relevance 

The relevance of the Project is high for the following reasons: 

� The Project design is in line with national policies of Lao PDR, namely “Health Personnel 

Development Strategy by 2020” and “The VII
th

 Five Year Health Sector Development Plan（2011～

2015）” both of which elaborate the needs of improvement of human recourses for health through 

collaboration and partnership among schools, hospitals and the MOH. Improvement of the quality of 

health service to the level of ASEAN and International by improving health system is also 

mentioned in above “VII
th

 Five Year Health Sector Development Plan
7
” 

� The Project is consistent with priority areas for Japan’s Assistance Strategy to Lao PDR. 

The Project is under the “Maternal and Child Health Improvement Program” of the priority area 

“improvement of healthcare services”. The nursing personnel make up large number of maternal and 

child health care personnel hence target of the Project to focus on the nursing education is 

appropriate. More recently, “Memorandum of Cooperation in the Field of Healthcare” between 

Ministry of Health, Labour and Welfare of Japan and the MOH of Lao PDR” was signed in 

November 2013. Cooperation in the field healthcare in area of “human resource development such 

as training programs for medical practitioners, nurses and public health practitioners” were one of 

the five fields specified in the memorandum.  

� In relation to preparatory arrangement for integration into ASEAN Economic Community

（AEC）by the end of 2015, the MOH is required to develop National Competency and national 

licensing system. 

� Improvement of MCH is also included in Millennium Development Goals. 

（2）Effectiveness  

The effectiveness of the Project is considered to be moderately high for the following reasons: 

� The possibility of achieving the Project Purpose by the end of the Project is considered to 

be moderately high.  

� Dissemination of the model nursing practices in Mahosot Hospital to both within and 

outside the hospital is another challenge for the Project. The effectiveness of the Project would 

increase if the Project implements series of workshops as planned, and management tools are started 

to be utilized in all target schools and hospitals.  

� The “Strategies of Health Professional Licensing System” is planned to be approved by 

December 2015. 

（3）Efficiency 

Overall, the level of efficiency of the Project is considered to be moderately high for the following 

reasons:  

� Third country experts from Thailand are continuously dispatched during the cooperation 

period. The third country experts helped with development of national competency for licensed 

nurses, development of competency based curriculum, as well as improvement of nursing records in 

model wards. In addition, five training courses for teachers and clinical trainers are implemented 

from February 2014 in Burapha University in Thailand. The utilization of experts from Thailand 

enabled the Project to efficiently implement capacity building of Lao counterparts, since there are 

less language and cultural barriers between two countries.  

� The Project increased the number of Japanese long-term experts from two to three in the 

                                                      

7 Page 24 of the VII
th

 Five Year Health Sector Development Plan (2011-2015) 
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latter half of the cooperation period. A greater number of short-term experts were also dispatched

（see Table 3-1 for details）. The increased number of experts by Japan enhanced the Project to 

achieve the Project Purpose specified in PDM before its end. 

� Modifications of PDM were made three times since the initiation of the Project in February 

2012. PDM（Ver.1）was agreed during the Project Consulting Mission in July 2013, followed by 

PDM（Ver. 2）during the Mid-term Review in March 2014. The Project then made effect of PDM

（Ver. 3）in April 2015 by adding target numbers for indicator 2-1（Output 2）. As a result of 

modifications, the Project efficiently implements activities to achieve expected outcomes.  

（4）Impact 

As for the achievement of Overall Goal “Qualified human resources for health are developed to 

improve MNCH Services”, the Team considers that the probability of achieving mentioned Overall Goal 

within three to five years is moderate. National licensing examination for new graduates is expected to 

start within three years. Organizing Health Professional Council will be promoted in the process of 

developing the national licensing system. Impacts other than Overall Goal include the following: 

� During the development process of national licensing system, the Project involves medical 

doctors and dentists, let alone nurses. The outcome of the Project regarding the national licensing 

system would also affect other health professionals. 

� Curriculum for diploma nurses program（2.5 years）in four PHS is planned to be upgraded 

to competency based curriculum for higher diploma nurses（3 years）in October 2015. Moreover, this 

curriculum was also utilized as a reference purpose during the development of revised midwifery 

curriculum. 

 

No negative impacts have been identified so far. 

（5）Sustainability 

1）Policy aspects 

The sustainability of the Project from policy aspects is considered to be high for the following reasons: 

� Development of human resources for health is likely to remain one of the priority areas of 

health sectors in Lao PDR. “Health Personnel Development Strategy by 2020” emphasizes the 

importance to enhance capacity of human resources for health through better coordination and 

partnership among schools, hospitals and the MOH.  

� “Directions and Functions of the VIII
th

 Five Year Health Sector Development Plan（HSDP）

（2016～2020）
8
 includes objectives related to i）ensure quality of health services and ii）strengthen 

health system development.  

� Revised Law on Health Care is approved by the congress in December 2014 and it was 

enacted in May 2015. Licensing system including national examination is added in the revised Law 

within the roles and duties of Health Professional Council. Additionally, the “Strategies of Health 

Professional Licensing System in Lao PDR” is drafted and expected to be submitted for approval 

before Oct 2015.  

2）Institutional and financial aspects 

In terms of organizational and financial aspects, it is premature to determine level of sustainability of 

the effect of the Project.  

� Budget for providing educational materials and supportive supervision are proposed from 

DTR for the year 2015/16 in order to improve nursing education in nine schools.  

� According to Health Care Reformative Plan（2016～2020）, “the project on the national 

examination for health professional registration in both public and private sectors” is listed with 

estimated budget required USD668,100.  

� Deputy Director of Mahosot Hospital assures that nursing records introduced by the Project 

in model wards shall be utilized after the end of the Project. It was also implied that Mahosot 

Hospital is willing to disseminate these nursing records to non-model wards.   

� Institutional structure of Health Professional Council is not yet sufficiently determined at 

                                                      

8 Dated 6 October 2014, unofficial translation. 
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the time of terminal evaluation. 

3）Technical aspects 

The sustainability of the Project from technical aspects is considered to be moderately high for the 

following reasons: 

� Competency based curriculum for higher diploma nurses is introduced in three CHS and 

teachers prepared standard syllabus and learned about the teaching methods to implement the new 

curriculum. Educational materials were also provided to schools and teaching hospitals to enhance 

their teaching. 

� Improvement of nursing care records is gradually observed in model wards. Set of new 

forms for nursing records are utilized since June 2014 and nurses in model wards report that they 

will continue utilizing these forms.  

� Moreover, 20 nurses from both model wards and non-model wards in Mahosot Hospital are 

prepared to become trainers for dissemination of model wards’ activities. 

� Nursing education committee（composed of teachers from UHS, CHS and teaching 

hospitals）will be available whenever required by DTR, such as revising the competency based 

curriculum etc. For the continuation of supportive supervision for nursing education, supervisors are 

prepared to conduct supportive supervision through trainings as well as development of manual.  

 

（6）Factors that promoted/ inhibited realization of effects 

1）Promoting factors:  

� The Project activities have also been carried out in close coordination with a JICA senior 

volunteer who is dispatched to Mahosot Hospital. Activities for the improvement of nursing records 

in model wards are followed-up on a daily basis during the placement of the senior volunteer. In 

addition, Japan Overseas Cooperation Volunteers（JOCVs）dispatched to provincial and district level 

hospitals also joined some of the workshops together with nursing staff from respective hospitals to 

learn about National Competency, Competency based curriculum, Guidelines for the Scope of 

Nursing Practice and management of educational equipment. 

� Involvement of medical doctors and senior management（directors, deputy directors, head of 

nursing division etc.）of hospitals was an important promoting factor to effectively disseminate 

Guidelines for the Scope of Nursing Practice and National Competencies for Licensed Nurses. The 

Project made frequent effort to invite medical doctors and senior management of the hospitals in 

workshops to disseminate guidelines and management tools. 

� The Project dispatched third country experts from Thailand in order to enhance activities 

under Output 1 and 2. One third country expert visits Lao PDR on regular basis to support conducting 

workshops for nursing education curriculum development, and the third country trainings including 

teacher training program in Burapha University were implemented in Thailand. These experience 

enhanced understanding of teachers and clinical trainers in Lao PDR since there are less linguistic 

and cultural barrier between two countries. 

� Study visit to Indonesia stimulate discussions among Lao counterpart regarding the national 

licensing system. The result of the visit was also reported to senior management of the MOH. The 

initial draft for “Policies and Strategies of Health Professional Licensing System” was developed 

shortly after this visit. 

2）Inhibiting factors: 

� Office of Health Care Professional is in charge of development of national licensing system 

and infection control. Human resources of the office are not sufficient to implement these multiple 

responsibilities, therefore could not sufficiently concentrate on development of national licensing 

system. 

� Specified division in nursing was existed at the initial stage of the Project. As a result of 

institutional reform of the MOH in 2012, role of Nursing Division was integrated into other divisions 

in DHC. Consequently, there is no section exclusively in charge of managing nursing profession and 

quality of nursing care services. 

 

3-3 Conclusion 

The Project is making good progress. Regarding level of achievements, both Outputs 1&2 are 
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considered to be mostly achieved, and Output 3 is moderately achieved. The possibility of achieving the 

Project Purpose by the end of the Project is moderately high. The Project enhanced the foundation for 

competency based nursing education by integrating theoretical concept, clinical practice and education. 

In terms of five evaluation criteria, relevance is considered to be high, both effectiveness and efficiency 

are considered to be moderately high. The impact of the Project is moderate. There are several impacts 

observed in addition to Overall Goals. In terms of sustainability, it is considered to be high from the 

policy aspect, premature to determine from organizational and financial aspects, and moderately high 

from technical aspects. 

 

3-4 Recommendations and Lessons learned 

3-4-1 Recommendations 

On the ground of the results of the study summarised above, the Terminal Evaluation Team has made 

the following recommendations to the Project. 

<Recommendations to be considered during the Project period> 

1) Smoother submission and approval of National Licensing Strategy 

2) Further improvement of the model nursing practices 

3) Ensuring knowledge about the model nursing practices 

4) Senior management’s participation in nursing care management tool workshops 

5) Involvement of JOCVs in dissemination process of the model nursing practices 

6) Need for assessing reporting frequency 

7) Synergizing between supportive supervision and bi-annual reports 

8) : Increasing in the number of staff at Office of Health Care Professional 

 

< Recommendations to be considered after the completion of the Project> 

1) Strategic scaling-up of the model nursing practices 

2) Consultative revision process for Nursing and Midwifery Regulations 

3) Adjustment of supportive supervision mission 

4) Revision of competency based curriculum 

 

3-4-2 Lessons learned 

In the process of implementation of the Project, a few good practices and lessons learnt were identified. 

They could be applied or at least considered, when designing and planning for an upcoming technical 

cooperation project. 

1) Challenges in behavior changes for the model nursing practices 

2) Leveraging third-country expert and training 

3) Flexibly adjusted project design 

4) Nursing-professional-targeted intervention as a key trigger 

5) A comprehensive package of Human Resources for Health interventions  
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第１章第１章第１章第１章    終了時評価調査の概要終了時評価調査の概要終了時評価調査の概要終了時評価調査の概要 

 

１－１ 調査団派遣の経緯 

ラオス人民民主共和国（以下、「ラオス」と記す）における 5 歳未満児死亡率（/出生 1,000）

の指標は、170（1993 年）から 71.4（2013 年）に、また妊産婦死亡率（/出生 100,000）は、796

（1995 年）から 220（2013 年）まで大幅に改善されてきているが、東南アジア地域の中で最も低

い水準にあり、依然として母子保健の改善は急務とされている。また、母子保健サービスの効果

的な実施に向けて、保健人材の不足はとりわけ主要な課題の 1 つである。 

保健医療人材育成強化を目的とした、国際的アライアンスである Global Health Workforce 

Alliance（GHWA）は、人口約 1,000 人当たりの保健人材配置が 2.3 人以下の国々を危機的状況に

あたるとし、当該国における保健人材育成を重視しているが、ラオスでは同数値が 0.53 人にとど

まっている状態にある。また、保健人材の質の向上も課題の 1 つとして挙げられる。看護師や助

産師を育成する保健科学大学（University of Health Science：UHS）や保健科学短大（College of Health 

Science：CHS）、保健学校（Public Health School：PHS）では、統一したカリキュラムや国家試験

が存在しないため、現場でのサービスが均質に行われないという問題があり、そのための適切な

保健サービスを提供する専門職人材の確保・質の向上が依然として課題となっている。 

ラオス保健省（Ministry of Health：MOH）は保健人材育成強化に向け、中長期的戦略である「保

健人材戦略 2020」を策定し、保健人材テクニカル・ワーキング・グループ（Human Resources for 

Health Technical Working Group：HRH-TWG）等を設置し、保健人材育成機関の教育機能、技術水

準、管理能力の強化を通じた教育の質の改善と、中央と地方の連携のもとに行われる計画的な人

材育成が、重要な活動計画として位置づけられた。しかしながら、保健人材育成機関の教育機能、

技術水準、管理能力はいまだ不十分であり、策定された計画・戦略に基づく効率的・効果的な実

施運営ができているとはいい難い。 

かかる状況の下、JICA は 2005～2010 年までの 5 年間「ラオス看護人材育成強化プロジェクト」

を実施し、看護・助産の人材開発に係る基盤を構築し、看護教育体制の強化を支援した。同プロ

ジェクトを通じ「看護助産規則」及び「看護助産業務範囲ガイドライン」、並びに「看護助産学

校管理ガイドライン」を作成・整備した。しかし、同プロジェクトによって看護助産人材育成に

係る制度的枠組みは一部整備されたものの、それらに基づく国家試験制度の未整備や看護研修の

担当者・教員の育成、中央・地方の連携及び教育機関である学校と病院の連携不足といった課題

が残された。 

これらの背景に基づき、ラオス政府は 2009 年 7 月に「母子保健人材の持続可能な開発プロジ

ェクト」の要請を挙げ、本プロジェクトは 2012 年 2 月～2016 年 2 月の 4 年間の予定で開始され

た。本プロジェクトは、保健省研修研究局（Department of Training and Research, MOH：DTR）及

びヘルスケア局（Department of Health Care, MOH：DHC）をカウンターパート（Counterpart：C/P）

機関とし、DTR、DHC、UHS、5 カ所の中央病院、全国 3 カ所の CHS 及び PHS（以下、保健人材

育成機関）、12 カ所の県病院を対象として、①看護教育の基準となるシステムの開発・制度化、

②保健人材育成機関が良質な人材育成プログラムを実施するための能力強化、③保健人材育成プ

ログラムを効果的に実施するための関係者間の調整メカニズムの強化を通じて、ラオス全国にお

いて均質で質の高いサービスを提供するための保健人材育成システムを強化することを目的と

する。プロジェクトの終了が 2016 年 2 月に予定されていることから、プロジェクトの目標達成
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見込みや成果等を分析するとともにプロジェクトの残りの期間への課題や今後の方向性につい

て確認し、具体的な提言とともに報告書に取りまとめ合意することを目的として、今般終了時評

価調査を実施した。 

 

１－２ 調査団派遣の目的 

本プロジェクトは上述した経緯も踏まえつつ、以下の目的のため終了時評価調査を実施した。 

1．Project Design Matrix（以下、PDM）（Ver. 3）及び活動計画（Plan of Operations：PO）に基

づき、プロジェクトの投入・活動実績や成果・目標の達成状況を確認するとともに、実施プ

ロセス上の留意点や貢献・阻害要因を分析する。 

2．評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点から、プロジェクト

を分析する。 

3．上記分析結果に基づき、プロジェクト後半期への課題やその対応策、方向性について提言

として取りまとめる。必要に応じて、PDM の修正を行う。 

4．上記の結果を終了時評価調査報告書（英文）に取りまとめ、ミニッツ協議を通じてラオス

国側関係者と合意形成を行う。 

 

１－３ 調査団の構成 

（1）日本側 

担当分野 氏 名 所 属 期 間 

総括 相賀 裕嗣 JICA 人間開発部 国際協力専門員 

 

2015/9/13～9/19 

母子保健 

（技術参与） 

仲佐 保 国立国際医療研究センター 国際医療協力局 

運営企画部長 

2015/9/14～9/19 

看護教育 

（技術参与） 

田村 やよひ 国立看護大学校 大学校長 2015/9/13～9/19 

協力企画 岸田 菜見 JICA 人間開発部 保健第四チーム 副調査役 2015/9/13～9/19 

評価分析 田中 祐子 合同会社適材適所 コンサルタント 2015/9/6～9/19 

 

（2）ラオス側 

氏 名 所 属 

Dr. Somchan XAYSIDA Acting Director of DTR, MOH 

Assoc. Prof.Dr. Bounnack 

SAYSANASONGKHAM 
Deputy Director of DHC, MOH 

Ms. Sengmany KHAMBOUNHEUANG Chief of Professional Division, DTR 

Ms. Phengdy INTHAPHANTH 
Chief of Office of Health Care Professional, DHC, Person in 

charge of ASEAN MRA for Nurse 

 



 

－3－ 

１－４ 調査日程 

現地調査は 2015 年 9 月 6 日から 9 月 19 日までの期間で実施された。調査日程の詳細は、付属

資料 1 の協議議事録 Annex 1 を参照。 

 

１－５ 評価項目・方法 

１－５－１ 評価手法 

本評価調査は、「新 JICA 事業評価ガイドライン 第 1 版（2010 年 6 月）」に基づき、PDM を

用いた評価手法に則って実施された。PDM Ver. 3（付属資料 1 の協議議事録 Annex3 参照）を評

価の枠組みとして適用し、ラオス側関係者及び JICA 専門家に対して質問票・インタビューを

通して以下の概要にて情報収集を行った。 

・既存資料レビュー（プロジェクト報告書・各種資料、等） 

・アンケート調査（JICA 専門家、MOH、UHS、CHS、中央・県の実習病院） 

・キーインフォーマント・インタビュー（JICA 専門家、MOH、UHS、マホソット病院、チャ

ンパサック保健科学短期大学、チャンパサック県病院等） 

    

質問票は MOH（DTR、DHC）、UHS、中央病院、3 県の CHS とその実習病院、派遣中の長期

専門家に対して計 43 通が配付され、33 通が回収された（回答率は 76.7％）。 

 

１－５－２ 評価項目 

（1）プロジェクトの実績 

プロジェクトの実績は投入、アウトプット及びプロジェクト目標の各項目について、

PDM（Ver. 3）にある指標を基にその達成状況（または達成見込み）が確認された。 

 

（2）実施プロセス 

関係者間のコミュニケーション、モニタリング、活動のアプローチ等実施プロセス上の

さまざまな観点に基づき、プロジェクトが適切に運営されたかどうかにつき検証するとと

もに、プロジェクトの効果発現に係る貢献要因と阻害要因を分析した。 

 

（3）評価 5 項目に基づく評価 

上記 2 つの項目における検証結果に基づき、プロジェクトは評価 5 項目の観点から検証

された。評価 5 項目の各項目の定義は表１－１のとおりである。 
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表１－１ 評価 5 項目の定義 

評価 5 項目 JICA 事業評価ガイドラインによる定義 

1. 妥当性 プロジェクトのめざしている効果（プロジェクト目標や上位目標）が受益

者のニーズに合致しているか、問題や課題の解決策として適切か、対象地

域と日本側の政策との整合性はあるか、プロジェクトの戦略・アプローチ

は妥当か、公的資金である ODA で実施する必要があるかなどといった「援

助プロジェクトの正当性・必要性」を問う視点。 

2. 有効性 プロジェクトの実施により、本当に受益者もしくは社会への便益がもたら

されているのか（あるいはもたらされるのか）を問う視点。 

3. 効率性 主にプロジェクトのコスト及び効果の関係に着目し、資源が有効に活用さ

れているか（あるいはされるか）を問う視点。 

4. インパクト プロジェクトが実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や波及

効果をみる視点。この際、予期しなかった正・負の効果・影響も含む。 

5. 持続性 協力が終了しても、プロジェクトで発言した効果が持続しているか（ある

いは持続の見込みはあるか）を問う視点。 

出所：「新 JICA 事業評価ガイドライン第 1 版（2010 年 6 月）」 
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第２章第２章第２章第２章    プロジェクトの概要プロジェクトの概要プロジェクトの概要プロジェクトの概要 

 

PDM（Ver. 3）に基づくプロジェクトの概要を以下に示す。 

 

２－１ 上位目標 

母子保健サービスの改善のために質の高い保健人材が育成される。 

 

２－２ プロジェクト目標 

CHIPU コンセプトに基づき、均質で質の高いサービスを提供するための保健人材育成システム

が強化される。 

 

２－３ アウトプット 

1．看護教育の基準となるシステムが開発・制度化される。 

2．保健人材育成機関の良質な人材育成プログラム実施能力が強化される。 

3．保健人材育成システムを効果的に改善するために関係機関間の調整メカニズムが強化され

る。 
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第３章第３章第３章第３章    プロジェクトの実績と実施プロセスプロジェクトの実績と実施プロセスプロジェクトの実績と実施プロセスプロジェクトの実績と実施プロセス 

 

３－１ プロジェクトの投入実績 

３－１－１ 日本側投入実績 

（1）専門家派遣 

本プロジェクト開始以降、長期専門家は 5 名が「チーフアドバイザー」「看護教育」「業

務調整/組織連携」の指導分野で派遣された（表３－１参照）。さらに、短期専門家は 12

名が派遣され、合計 16.5 人/月が投入された。短期専門家の主な指導分野と各分野の派遣

回数は、表３－２のとおりである。 

専門家派遣実績の詳細については、付属資料 1 の協議議事録 Annex 4 を参照。 

 

表３－１ 長期専門家の担当分野と派遣期間 

担当分野 期 間 

チーフアドバイザー 2012 年 5 月～2014 年 5 月 

チーフアドバイザー 2014 年 5 月～現在 

看護教育 2014 年 8 月～現在 

業務調整/組織連携 2012 年 7 月～2014 年 8 月 

業務調整/組織連携 2014 年 8 月～現在 

出所：プロジェクト提供データ 

 

表３－２ 短期専門家の派遣分野と人/月 

担当分野/TOR 人/月 

人材育成機関強化 1.7 

看護管理 6.3 

看護行政 1.9 

院内管理 0.3 

看護教育 2.3 

統計デザイン 3.9 

合計 16.5 

出所：プロジェクト提供データ 

 

プロジェクトでは、タイの第三国専門家として 3 名を合計 2.1 人/月投入した。第三国専

門家は計 22 回ビエンチャンを訪問し、1 回当たりの平均滞在期間は 0.1 人/月となっている

（表３－３参照）。 

 

  



 

－7－ 

表３－３ 第三国専門家（タイ）投入実績 

担当分野/TOR 人/月 

看護教育 1.2 

看護師のコンピテンシー/看護教育 0.1 

看護教育/看護管理 0.6 

看護管理 0.2 

合 計 2.1 

出所：プロジェクト提供データ 

 

専門家派遣実績の詳細については、付属資料 1 の協議議事録 Annex 4 を参照。 

 

（2）海外研修・ワークショップ 

2015 年 9 月時点で延べ 22 名の C/P が本邦研修に参加した。参加者の内訳は、MOH14

名（副大臣含む）及びマホソット病院 8 名となっている。本邦研修の受入れ概要は表３－

４のとおりである。 

 

表３－４ 本邦研修概要 

研修コース名 参加者数 期 間 

第 2 回看護助産に係る東南アジアワークショップ 4 2012 年 10 月 23～28 日 

C/P 研修（保健人材育成） 4 2013 年 11 月 6～16 日 

C/P 研修（臨床コース） 9 2013 年 11 月 6～22 日 

看護教育の質向上に係る C/P 研修 5 2015 年 5 月 10 日～16 日 

出所：プロジェクト提供データ 

 

上記本邦研修に加え、プロジェクトではタイ、中国及びインドネシアで第三国研修を実

施し延べ 49 名が参加した。参加者の内訳は MOH が 17 名、UHS が 6 名、中央病院（マホ

ソット、ミタパープ）が 2 名、CHS が 16 名（ルアンパバーン、サバナケット、チャンパ

サック）、県病院 8 名（ルアンパバーン、サバナケット、チャンパサック）である（表３

－５参照）。 

 

表３－５ 第三国研修概要 

研修コース名 参加者数 期 間 

バンコクスタディツアー 7 2012 年 11 月 15 日～17 日 

第 7 回保健人材に関するアジア太平洋アライアンス会議

（AAAH） 
4 2012 年 12 月 4 日～7 日 

タイ マヒドン王子賞会議 2014 5 2014 年 1 月 26 日～31 日 

ブラパ大学 HRH 教員養成臨床看護・管理研修 3 2014 年 2 月 9 日～3 月 1 日 

教員研修プログラムモニタリング 3 2014 年 2 月 25 日～26 日 

第 2 回ブラパ大学 HRH 教員養成臨床看護・管理研修 5 2014 年 5 月 1 日～22 日 

第 3 回ブラパ大学 HRH 教員養成臨床看護・管理研修 5 2014 年 8 月 31 日～9 月 20 日 

第 8 回アジア太平洋保健人材連盟（AAAH）会議（中国） 1 2014 年 10 月 26 日～11 月 2 日 

国家試験・免許制度に係るインドネシアスタディツアー 6 2015 年 1 月 27 日～30 日 

第 4 回ブラパ大学 HRH 教員養成臨床看護・管理研修 6 2015 年 4 月 19 日～5 月 5 日 

第 5 回ブラパ大学 HRH 教員養成臨床看護・管理研修 6 2015 年 9 月 2 日～20 日 

出所：プロジェクト提供データ 
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このほか、プロジェクトからの技術・資金的協力の下ラオス国内での研修・ワークショ

ップが数多く実施された。ラオス国内での研修・ワークショップの概要は表３－６のとお

りである。 

 

表３－６ ラオスの研修・ワークショップ概要 

研修コース名 コース数 対象機関 参加者数 

看護コンピテンシーの開発 22 MOH、病院、UHS 316 

コンピテンシーに基づく看護教育カリキュラム

及びシラバス策定 
21 

MOH、病院、

UHS、CHS 
793 

看護管理 14 MOH、病院 871 

免許制度と登録/国家試験 14 
MOH、病院、

UHS、CHS、EDC 
467 

看護業務範囲ガイドラインの改訂 9 
MOH、病院、

UHS、CHS 
320 

看護助産学校管ガイドラインの改訂 11 MOH 87 

モニタリング及びサポーティブスーパービジョ

ン 
8 

MOH、病院、

UHS、CHS 
137 

MOH の年次会合の部分的支援 2 
MOH、病院、

UHS、CHS 
314 

機材維持管理 1 
MOH、病院、

UHS、CHS 
43 

ブラパ大学及び本邦研修の振り返り研修 1 
MOH、病院、

UHS、CHS 
37 

その他 1 MOH、UHS 2 

出所：プロジェクト提供データ 

 

日本、タイ、ラオスにおける研修・ワークショップの概要は付属資料 1 の協議議事録

Annex 4 を参照。 

    

（3）ローカルコスト 

プロジェクトのローカルコストとして 2015 年 9 月現在 418,996.48USD を支出した。主

な内訳は航空賃（国際・国内）、技術・事務経費、会議費、運営費等である。ローカルコ

ストの概要を表３－７に示す。 
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表３－７ ローカルコストの概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（4）機材供与 

日本側からは合計 145,582.60USD 相当の機材として、パソコン、プリンター、プロジェ

クター、本棚、椅子等が供与された。さらに、教育環境改善のため学校や実習病院に対し

て教科書や実習教材（解剖学的モデルやチャート、シミュレーター、マネキン等）が供与

された。供与機材の詳細については、付属資料 1 の協議議事録 Annex 4 を参照。 

 

３－１－２ ラオス側投入実績 

（1）C/P の配置 

本プロジェクトでは、MOH より計 6 名の C/P が配置されている（2015 年 9 月時点）。6

名の内訳はプロジェクトディレクター1 名、プロジェクトマネジャー2 名、コーディネー

ター3 名である。さらに、MOH の 2 部署（DTR 及び DHC）からプロジェクトの C/P が配

置された。C/P リストの詳細については付属資料 1 の協議議事録 Annex 4 を参照。 

 

（2）事務所スペースの供与 

ラオス側からは、MOH 内に JICA 専門家の執務スペースが供与されたほか、プロジェク

ト活動実施のためにインターネット、電話、プリンター、FAX、コピー機などへのアクセ

スが提供された。 
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３－２ 活動と成果の実績 

３－２－１ 活動実績 

活動は現行の PDM（Ver. 3）及び PO に基づき、ほぼ計画どおりに実施された。 

 

３－２－２ 各アウトプットの達成状況 

アウトプット 1：看護教育の基準となるシステムが開発・制度化される。 

 

PDM の指標に照らしてのアウトプット 1 の達成状況は表３－８に示すとおりである。 

 

表３－８ 指標に照らした達成状況（アウトプット 1） 

PDM（Ver. 3）の指標 主な実績 達成度 

1-1 改訂 /策定され

たガイドライン等

（すなわち「看護業

務範囲 GL」と「看護

師の国家コンピテン

シー」）がすべての保

健人材育成機関と実

習病院に普及する

9
 

・「看護業務範囲ガイドライン」: 10 回以上にわたる内部協

議や 4 回の改訂委員会、コンサルテーションワークショ

ップを経て、ガイドラインは改訂され 2015年 4月にMOH

の承認を得、2015 年 4 月に省令として発効された。 

・2015 年 7 月に改定ガイドラインの普及ワークショップを

実施し、MOH や各県関係者 134 名の参加を得た。 

・「看護師の国家コンピテンシー」：普及のためのワークシ

ョップは 4 県（ビエンチャン、ルアンパバーン、サバナ

ケット、チャンパサック）で開催され、MOH、Provincial 

Health Office（PHO）、CHS とその実習病院から 259 名が

参加した。 

達成 

1-2 既存の 2 つの

GL・規則（「看護助産

学校管理 GL」と「看

護助産規則」）の改訂

に必要な箇所がリス

ト化され取りまとめ

られる 

・「看護助産学校管理ガイドライン」：ガイドラインの改訂

は DTR との連携により 2015 年 6 月に開始された。改訂

版は 2015 年 12 月に完成する予定である。 

・「看護助産規則」：2015 年 8 月に内部協議を経て改正論点

を以下の方向にて検討した。①看護の現状と将来の方向

性を反映、②免許制度に関する規定の追加、③各関連法

規との整合性、④専門職規定法（看護助産師法）への上

位法改正の検討、⑤看護・助産の分断の検討等。 

中 程 度 に

達成 

1-3 看護師の国家試

験を含む国家免許制

度の枠組みが明確に

なる 

・改訂保健法は 2015 年 5 月に施行され、国家免許制度に

関する記載の追加や保健専門職カウンシルの役割等が

明記された。 

・内部協議や検討委員会、コンサルテーション会議を経て、

「ラオス国保健専門職の国家免許制度に係る戦略（案）」

が策定された。 

達成 

  

                                                        
9 アウトプット 1 の指標で使用する「普及する（disseminate）」とは、3 県の学校及び実習病院に対しこれらのガイドラインの

配付とともにガイドライン適用に向けたガイダンスを提供することを意図している。 
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1-4 マホソット病院

の 4 モデル病棟で看

護記録の質が向上す

る 

・基礎情報シート、アセスメントシート、看護ケア計画シ

ートが導入され、マホソット病院の 4 モデル病棟の看護

師達によって使用開始された。 

・モデル病棟の看護記録の質については、2015 年 3 月の調

査で 30 事例がチェックリストに基づいて検証された。

その結果、患者のアセスメントや看護ケア計画の記載ぶ

りなどについて 2014 年 7 月のベースラインに比較して

改善があったことが確認された。 

・2015 年 5 月に 4 モデル病棟の看護師長を対象に上記チェ

ックリストを用いて評価する方法に関する研修を実施

した。その後、モデル病棟で看護記録の評価が実施され

ている。 

達成 

 

アウトプット 1 はおおむね達成された。協力期間の前半には「資格をもつ看護師の国家コン

ピテンシー（National Competencies for Licensed Nurses）」（以下、看護師の国家コンピテンシー）

が策定され、看護専門職の質管理に関連する中心的なコンセプトとして位置づけられている。

「看護業務範囲ガイドライン」の改訂に向けプロジェクトでは右ガイドラインの適用に関する

現状調査を実施し、その結果に基づきガイドラインを改訂し 2015 年 4 月に MOH の承認を受け

た。その後、プロジェクトでは改訂ガイドラインを普及するワークショップを実施している（指

標 1-1）。 

「看護助産学校管理ガイドライン」については、DTR と連携し改訂作業を進めており、2015

年末には改訂作業を完了予定である（指標 1-2）。「看護助産規則」の改訂については 2015 年 8

月に主な改訂論点について内部で協議し、今後関係者とともに詳細について協議をもつ予定で

ある。 

国家免許制度の制定プロセスでは、MOH や UHS の主要関係者がタイ、インドネシア、日本

等を訪問し、各国の国家免許制度について学ぶ機会をもった。さらに日本からは複数回にわた

り短期専門家が投入され、ラオスの国家試験・免許制度に関する検討や協議が重ねられてきた。

国家試験を含む国家免許制度の枠組み（指標 1-3）を明確にするため、プロジェクトでは数度

にわたる会合の結果「ラオス国における保健人材免許システム戦略」草案を策定した。 

標準看護ケアのための取り組みとして、新たな看護記録フォーマットはマホソット病院の外

科 4 病棟（泌尿器、腹部、小児、整形）のモデル病棟に導入されている。2013 年 8 月の MOH

による正式承認を経て、プロジェクトではロードマップ、ゴール、指標を設定しモデル病棟で

の活動を開始した。プロジェクト前半期にはオーダリングフォームが導入され、現在でもモデ

ル病棟の医師らにより広く使用されている。2014 年 6 月からは新しい看護記録の様式として基

礎情報シート、アセスメントシート、看護ケア計画シートが導入され、モデル病棟内の看護師

により使用開始された。これら活動のフォローアップを目的として短期専門家が投入されたほ

か、プロジェクトではマホソット病院に派遣中の JICA シニアボランティア（SV）の看護師

10
の

                                                        
10 SV 看護師の派遣期間は 2011 年 9 月～2014 年 3 月であり、その後同じ SV 看護師が 2015 年 1 月から 2 年間の任期で再赴任

している。 
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協力によりモデル病棟の活動を日々フォローアップすることができた。 

看護記録の質改善に関しプロジェクトではマホソット病院看護部と看護師 SV の協力の下で

調査を実施し、新しい看護記録を導入した直後（2014 年 7 月）のベースラインに比較して看護

記録の質が向上したことが確認された（詳細は表３－９を参照のこと）。新しい看護記録は今

後も継続的にモデル病棟で使用される予定であり、看護の質のさらなる向上のために適切な評

価や指導が今後も継続してなされることが期待される。 

 

表３－９ 看護記録の質向上比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：プロジェクト提供データ 

 

さらに 2015 年 3 月にはマホソット病院の看護ケアの質を検証するため患者満足度調査を実

施した。対象としたのはモデル病棟及びモデル病棟以外に 3 日以上滞在するすべての患者で、

以下の 5 つの観点、すなわち、①看護師の態度、②アセスメントとコミュニケーション、③看

護実践、④教育的関わり（退院指導）、⑤周手術期患者への指導、説明の観点から分析した。

このなかで、②アセスメントとコミュニケーション、及び⑤周手術期患者への指導の項目に含

まれる質問に対し、モデル病棟の患者がモデル病棟以外の患者よりも満足度が高いと回答した

旨確認された

11
。 

2015 年 9 月には看護教育と看護サービスに関するすべての規則やガイドラインを集めた「看

護助産教育及び実践に係る規定集」が参考資料として発行された。右規定集はこれまでのガイ

ドライン同様、MOH とすべての県の学校及び実習病院に配付される予定である。 

 

アウトプット 2：保健人材育成機関の良質な人材育成プログラム実施能力が強化される。    

                                                        
11 短期専門家山本容子氏の報告書（2015 年 4 月）及びプロジェクトからの報告による。 
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PDM の指標に照らしてのアウトプット 2 の達成状況は表３－10 に示すとおりである。 

 

表３－10 指標に照らした達成状況（アウトプット 2） 

PDM（Ver. 3）の指標 主な実績 達成度 

2-1 UHS、3CHS、及び実

習病院に対しては 

（1）コンピテンシーに

基づく看護教育に関す

る 研 修を 受講 した 教

員・実習担当者の割合

（60％） 

（2）標準看護ケアに関

する研修を受講した教

員・実習担当者の割合

（60％） 

・UHS、3 つの CHS の学校教員と実習病院の指導者の

62.4％がコンピテンシーに基づく教育に関する研修

を受講した。 

・上記学校教員と実習病院指導者のうち、標準看護ケ

アの研修を受けたのは 36.2％である。 

・プロジェクトでは 2015 年 10 月から標準看護ケアの

研修をマホソット病院のモデル事例を用いて実施

する計画であり、これによりターゲット値である

60％の教員及び実習病院担当者が本トピックにつ

いての研修を受講する予定である。 

中程度に達

成 し て お

り、終了ま

でに達成見

込み 

2-2 コンピテンシーに

基づくカリキュラムに

よる上級ディプロマ看

護コースのすべてのシ

ラバスが作成される 

・看護教育委員会のメンバーによりコンピテンシーに

基づく上級ディプロマ看護コースの標準シラバス

が開発された。 

・各学校で上記標準シラバスは適宜学校の現状に修正

し、活用されることが推奨されている。 

達成 

2-3 保健人材育成機関

の教育環境が改善する

（参考書の供与、教育機

材等） 

・プロジェクトでは 5 つの学校と 13 実習病院に対し

上級ディプロマ看護コースを効果的に実施するた

めに教材（実習教材や教科書等）を供与した。 

・教材や資機材の維持管理に関する研修が 2015 年 7

月に実施された。 

・MOH は 2014/15 年度に独自予算でも教材を提供し、

2015/16 年度には教育環境のさらなる改善のための

予算申請を行っている。 

達成 

 

アウトプット 2 はおおむね達成されており、プロジェクト終了までには達成する見込みであ

る。協力期間の前半では、コンピテンシーに基づく看護教育カリキュラム委員会が MOH、中

央及び県の実習病院、UHS と CHS 教員をメンバーとして設立された。2013 年 5 月～2014 年

12 月の間に 16 回の委員会を開催し、上級ディプロマ看護コースのカリキュラムとシラバスが

策定された（指標 2-2）。 

CHS のある 3 県から 25 名の教員及び実習指導担当者がタイ・ブラパ大学の教員研修コース

に参加している［詳細は表３－５及び付属資料 1 の協議議事録 Annex4 を参照］。 

その後プロジェクトでは UHS/CHS/PHS の看護教員と実習病院の指導担当者を対象に、①コ

ンピテンシーに基づく教育と、②標準看護ケアに関する理解を深めるための普及ワークショッ

プを複数回実施した（指標 2-1）。これらのワークショップに参加した教員・実習指導者の割合

を表３－11 に示す。    
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表３－11 プロジェクトによる当該ワークショップ受講者 

 受講者合計 受講者

*1
 受講者

*2
 

学校教員（UHS、3CHS） 102 83 0 

実習病院指導担当者（5 中央病

院、3 県病院） 

188 98 105 

合計 290 181（62.4％） 105（36.2％） 

注：

*1
 コンピテンシーに基づく教育の研修、

*2
標準看護ケアに係る研修 

 

プロジェクトは今後も上記*2「標準看護ケア」に係る研修を MOH とマホソット病院との連

携により実施し、教員及び実習病院指導担当者の理解を深める予定である。 

教育環境の改善（指標 2-3）については、プロジェクトでは 2012 年と 2014 年にニーズ調査

を実施し、9 つの学校と実習病院における教育教材・機材の必要性を把握した。これらの調査

結果に基づき、プロジェクトでは教育用機材として実習機材や教科書等を 5 つの学校及び 13

の実習病院に対し供与し、これらの学校・実習病院で上級ディプロマ看護コースを実施すべく

環境改善を行った。このほか、MOH では独自の予算で 2014/15 年度に教材を提供したほか、

2015/16 年度にも教育環境改善のための予算を申請している。 

改訂カリキュラムを効率的かつ効果的に実施するため、プロジェクトでは MOH、UHS、中

央病院から成るメンバーで看護教育に係るサポーティブスーパービジョンチームを設立した。

右チームは 2015 年 3 月～5 月に 3 県の CHS と実習病院を訪問し、看護助産学校管理ガイドラ

インに規定された基準を基に看護教育の質評価を実施した。DTR では 2016 年度も本活動の継

続を希望しており、2016 年度の予算計画にも本活動を含めて申請中である。 

 

アウトプット 3：保健人材育成システムを効果的に改善するために関係機関間の調整メカニ

ズムが強化される。 

 

PDM の指標に照らしてのアウトプット 3 の達成状況は表３－12 に示すとおりである。 

 

表３－12 指標に照らした達成状況（アウトプット 3） 

PDM（Ver. 3）の指標 主な実績 達成度 

3-1 中央と県レベルの

関係機関の連携によっ

て共有された保健人材

育成施設の年間計画 

・UHS と 3 県の CHS はそれぞれ年間計画を作成し、

実習病院との調整会議にて関係者とも共有されて

いる。 
達成 

3-2 各保健人材育成機

関 か ら MOH ま た は

PHO に報告書が半年に

1 度提出される 

・学校はほぼ年に 1 度 MOH と PHO に報告書を提出

しているが、現行の学校管理ガイドライン上では

年に 2 度の報告が規定されており、その規定は遵

守されていない。 

部 分 的 に 達

成 
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3-3 上記の報告に対し、

MOH や PHO が各施設

の教育環境改善に向け

たフィードバックを行

う 

・MOH から学校に対するフィードバックは年に 1 度

の学校管理者会議のなかですべての学校に対して

1 度に実施しており、そのなかで看護教育の環境改

善のために必要なアクションについても言及され

ている。 

・フィードバックの一環として MOH、UHS、中央病

院のメンバーから成る看護教育のサポーティブス

ーパービジョンを CHS のある 3 県（ルアンパバー

ン、サバナケット、チャンパサック）で試験的に

実施した。 

中 程 度 に 達

成 

 

アウトプット 3 は中程度に達成されている。UHS と 3 県の CHS はそれぞれ年間計画を作成

し、実習病院との調整会議にて関係者（PHO 等）とも共有されている（指標 3-1）。学校と実習

病院はコンピテンシーに基づくカリキュラムを導入するために調整メカニズムを改善しつつ

あることが報告された。 

学校はほぼ年に 1 度 MOH と PHO に報告書を提出しているが、現行の学校管理ガイドライン

上では年に 2 度の報告が規定されており、その規定は遵守されていないのが現状である（指標

3-2）。 

MOH から学校に対するフィードバックは年に 1 度の学校管理者会議のなかですべての学校

に対して一斉に実施しており、そのなかで看護教育の環境改善のために必要なアクションにつ

いても言及している（指標 3-3）。このほか、各学校に対するフィードバックについては必要に

応じ電話等での対応がなされている。プロジェクトではフィードバックを強化するために

MOH、UHS、中央病院のメンバーから成る看護教育のサポーティブスーパービジョンを CHS

のある 3 県（ルアンパバーン、サバナケット、チャンパサック）で試験的に実施した。 

他方、年次報告書がすべての学校から提出されているにもかかわらず、DTR 内の報告書管理

は十分とはいえない状況である。プロジェクトではこの状況を改善するため、報告とフィード

バック体制の手順を DTR 内で明確化し、その手順は改訂された看護助産学校管理ガイドライ

ンの施行と同時に導入される予定である。 

 

３－２－３ プロジェクト目標の達成見込み 

プロジェクト目標：CHIPU コンセプトに基づき、均質で質の高いサービスを提供するための

保健人材育成システムが強化される。 

 

PDM の指標に照らしてのプロジェクト目標の達成状況は表３－13 に示すとおりである。 

 

  



 

－16－ 

表３－13 指標に照らした達成状況（プロジェクト目標） 

PDM（Ver. 3）の指標 主な実績 達成度 

1. 「コンピテンシー」

及び「看護業務範囲」

を実践するためのマ

ネジメントツールが

すべてのターゲット

学校及び病院に普及

している 

・マネジメントツールは、以下のさまざまな活動、す

なわち、①モデル病棟での活動、②マホソット病院

看護師を対象とした看護ケア向上のための TOT、③

看護教育のサポーティブスーパービジョン等を通じ

て普及されてきた。 

・2015 年 10 月～12 月にモデル病棟のマネジメントツ

ールを普及するためのワークショップを計画してい

る。 

中 程 度 に 達

成、他病院へ

の 普 及 を 強

化 す る 必 要

がある。 

2. コンピテンシーに

基 づ く 看 護 教 育 が

UHS、3CHS、実習病院

で開始している 

・MOH は 2014 年 10 月に上級ディプロマのコンピテ

ンシーに基づくカリキュラムの導入を承認し、2015

年 3月に右カリキュラムは MOH と MOEの最終承認

を受けた。 

・コンピテンシーに基づく上級ディプロマカリキュラ

ムは 2014 年 10 月より 3 つの CHS とビエンチャン看

護学校（ブリッジコース）で導入された。 

達成 

3. 看護師の国家試験

を含む国家免許制度

の枠組み案が承認手

続きへ提出される 

・看護師の国家試験制度を含む国家免許制度の詳細な

枠組みはプロジェクトで策定した「ラオス国保健専

門職の免許制度戦略（案）」のなかで記載されており、

右草案は 2015 年 10 月には承認プロセスに提出され

る見込みである。 

・右草案は 2015 年 12 月には MOH に正式承認される

予定であることが報告された。 

中 程 度 に 達

成しており、

プ ロ ジ ェ ク

ト 終 了 ま で

に は 達 成 見

込み 

 

CHIPU コンセプトは 2011 年に MOH で導入され、「保健人材開発戦略 2020」と「第 7 次保健

セクター開発 5 カ年計画」の双方で言及されている。2012 年の MOH 組織再編の後は CHIPU

という用語自体は広く使われていないが、学校・病院・MOH、開発パートナー等の連携に基づ

き保健人材強化を図るという考え方自体は引き継がれていることが確認された。 

プロジェクト終了までにプロジェクト目標を達成する見込みは中程度に高いと判断された。

コンピテンシーと看護業務範囲を現場で実践するためのマネジメントツールは、以下のさまざ

まな活動、すなわち、①モデル病棟での活動、②マホソット病院看護師を対象とした看護ケア

向上のための TOT、③看護教育のサポーティブスーパービジョン等を通じて普及されてきた。

またプロジェクトでは 2015 年 10 月～12 月にモデル病棟のマネジメントツール（患者基礎情報

シート、アセスメントシート、看護ケア計画シート等を用いた看護ケアの質向上への取り組み）

を普及するためのワークショップを計画している（指標 1）。他方、すべての対象学校と病院に

マネジメントツールを普及するためには、さらなるフォローアップをしていくことが必要であ

る。 

コンピテンシーに基づく看護教育（指標 2）に関し、MOH は 2014 年 10 月に上級ディプロマ

のコンピテンシーに基づくカリキュラムの導入を承認し、2015年 3月に右カリキュラムは MOH
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と MOE の最終承認を受けた。コンピテンシーに基づく上級ディプロマカリキュラムは 2014 年

10 月より 3 県の CHS とビエンチャン看護学校（ブリッジコース）で導入され、UHS と PHS で

は 2015 年 10 月より導入予定である。 

国家免許制度の枠組み（指標 3）に関しては、看護師の国家試験制度を含む国家免許制度の

詳細な枠組みはプロジェクトで策定した「ラオス国保健専門職の免許制度戦略（案）」のなか

で記載されており、右草案は 2015 年 10 月には承認プロセスに提出される見込みである。右草

案は 2015 年 12 月には MOH に正式承認される予定であることが報告された。 

 

３－３ 実施プロセスにおける特記事項 

本プロジェクトの実施プロセス上における特記事項として、以下の点が挙げられる。 

・プロジェクトは 2011 年 7 月に詳細計画策定調査を実施し、オリジナルの PDM（Ver.0）が策

定された。その後プロジェクトの開始以降、PDM の修正は 3 度行われた。PDM（Ver.1）は

2013 年 7 月の運営指導調査により合意され、PDM（Ver.2）は 2014 年 3 月の中間レビュー調

査で合意された。プロジェクトでは、その後アウトプット 2 の指標 2-1 のターゲット値を追

加し PDM（Ver.3）を 2015 年 4 月に導入した。 

・アセアン経済共同体（ASEAN Economic Community：AEC）統合に向けた相互承認枠組み協

定（Mutual Recognition Arrangement：MRA）との兼ね合いにより、MOH は看護師の国家コン

ピテンシーの制定や保健専門職の国家免許制度を早急に制定する必要性が生じた。このため、

プロジェクトでは上述の AEC への必要性を満たすためにプロジェクトのアウトプット 1 や 2

の協力内容を軌道修正した。 

 

３－４ 効果発現に貢献した要因 

プロジェクトの効果発現に貢献した要因として以下が挙げられる。 

・プロジェクトの活動は、マホソット病院に配属された看護師 SV との密な連携の下に実施さ

れた。モデル病棟の看護記録の改善に係る活動は、SV 隊員の配属期間中には日常的にフォ

ローアップされてきた。さらに、県・郡レベルの病院に配属された JICA 青年海外協力隊（Japan 

Overseas Cooperation Volunteer：JOCV）も、プロジェクトで実施する国家コンピテンシー、

コンピテンシーに基づくカリキュラム、看護業務範囲ガイドライン、機材の維持管理等に関

するワークショップに配属先の看護スタッフと参加し、これらの事項に関する理解を深めて

きた。 

・看護業務範囲ガイドラインや看護師の国家コンピテンシーを効果的に普及するにあたり、医

師や病院の管理職（院長、副院長、看護師長等）の巻き込みは重要であった。プロジェクト

ではこれらの関係者をガイドラインや規定、マネジメントツールの普及に係るワークショッ

プで可能な限り招待し、関係者の理解醸成に努めた。 

・アウトプット 1 と 2 の活動を強化するため、タイの第三国専門家が投入された。そのうち 1

人は定期的にラオスを訪問し、看護教育カリキュラム開発等の支援を行うほか、タイのブラ

パ大学では第三国研修も実施された。これらの経験は、二国間で言語的・文化的な障壁が低

いこともありラオス側の教員や実習担当者の理解を効率的に向上させることができた。 

・インドネシアへのスタディビジットは、ラオス側 C/P の国家免許制度に関する議論の活性化

につながった。スタディビジットの結果は、MOH の管理職を含む関係者に共有され、帰国
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後まもなく「ラオス国保健専門職の免許制度に係る政策戦略（案）」が策定された。 

 

３－５ 問題点及び問題を惹起した要因 

プロジェクトの効果発現の妨げとなった要因として以下が挙げられる。 

・MOH の保健ケア専門職室は、国家免許制度の開発を主管する部署であるが、同室は感染症

対策も兼務している。室内の人員はこれら多様な責務を同時遂行するには十分ではなく、結

果として国家免許制度の開発に必要な時間を十分に割くことができなかった。 

・プロジェクト開始後初期の段階では MOH 内に看護課が存在していたが、2012 年 7 月の MOH

再編により看護課の職務は DHC 内の他部署に統合された。その結果、現在では看護の専門

職や看護ケアサービスの質に関し特化して管理する部署が存在しない状況となった。 
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第４章第４章第４章第４章    評価評価評価評価 5 項目による評価結果項目による評価結果項目による評価結果項目による評価結果 

 

４－１ 妥当性 

プロジェクトの妥当性は以下の理由から高いと判断された。 

・プロジェクトの計画はラオス保健セクターの上位政策である「保健人材開発戦略 2020」や「第

7 次保健セクター開発 5 カ年計画（2011～2015）」と合致しており、これら戦略・計画のなか

では保健人材の強化やそのための関連機関（MOH、学校、病院）の連携強化の必要性が掲げ

られている。なかでも、「第 7 次保健セクター開発 5 カ年計画（2011～2015）」では、保健シ

ステムの強化により保健サービスの質を ASEAN ひいては国際レベルにまで向上することが

記載されている。 

・プロジェクトは日本の対ラオス国別援助方針とも合致している。本プロジェクトは重点課題

「保健医療サービスの改善」のなかの「母子保健システム改善プログラム」に位置づけられ

ており、母子保健人材のなかで看護職の占める割合が大きいことにかんがみると看護教育に

特化した協力内容も適切であるといえる。さらに、2013 年 1 月には日本の厚生労働省とラオ

ス MOH との間に覚書が締結され、「人材開発：例えば、医師・看護師・保健師等の訓練プロ

グラム」を含む医療分野での協力を進めることについて検討すること

12
を合意した。 

・AEC 統合に向け、関連する相互承認枠組み協定（Mutual Recognition Arrangement：MRA）に

準拠していくため、MOH としても国家コンピテンシーや国家免許制度の確立が喫緊の課題

である。 

・母子保健分野の改善は、ミレニアム開発目標にも掲げられている。 

 

４－２ 有効性 

プロジェクトの有効性はプロジェクト目標の達成見込み同様、以下の理由により中程度に高い

と判断された。 

・「保健専門職の国家免許制度に係る戦略」草案は 2015 年 12 月をめどに MOH より承認される

予定である。 

・マホソット病院の看護実践モデルの病院内外への普及はプロジェクトにとって残された課題

の 1 つである。今後計画どおり右モデルの普及ワークショップが他病院に対しても実施され、

マネジメントツールが対象となるすべての学校・病院で活用し始めた場合には、本プロジェ

クトの有効性をさらに高めることができる。 

 

４－３ 効率性 

プロジェクトの効率性は以下の観点から総合的に分析した結果、中程度に高いと判断された。 

・効率性に貢献する要因として、タイの第三国専門家の活用が挙げられる。第三国専門家は、

看護師の国家コンピテンシーの開発や、コンピテンシーに基づくカリキュラムの策定、モデ

ル病棟での看護記録の改善等に対しても支援を行った。また、2014 年 2 月よりタイのブラパ

大学で第三国研修も開始され、これまで 5 回にわたり実施している。二国間では、言語や文

                                                        
12 「日本国厚生労働省とラオス人民民主共和国保健省との医療分野の覚書【仮訳】」より引用。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000031301.html（2015年9月17日にアクセス） 
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化の障壁が少ないこともあり、ラオス側教員や実習指導担当者の能力強化を効率的に実施す

ることができた。 

・プロジェクトの後半期には日本側の長期専門家は 2 名から 3 名に増員され、短期専門家も数

多く投入された（詳細は表３－１を参照）。設定されたプロジェクト目標を期間内に達成す

るために人員配置の側面が強化された。 

・2012 年 2 月のプロジェクト開始以降、PDM の修正は 3 回実施された。PDM（Ver.1）は 2013

年 7 月の運営指導調査時に、PDM（Ver.2）は 2014 年 3 月の中間レビュー調査時にそれぞれ

合意され、指標 2-1（アウトプット 2）のターゲット値を追加することで現行の PDM（Ver.3）

が 2015 年 4 月に合意された。これらの軌道修正とともに、プロジェクトは想定された成果

を得るために効果的な活動推進が可能となった。 

 

４－４ インパクト 

インパクトとは、「プロジェクト実施の結果、予期されたまたは予期されなかった長期的な波

及効果が生じるか」を問う視点である。PDM 上に規定される上位目標はプロジェクト終了後 3

年～5 年間で達成が見込まれる目標であるが、これはインパクトの 1 つとして位置づけられる。 

上位目標「母子保健サービスの改善のために質の高い保健人材が育成される」の達成見込みは、

中程度であると判断された。新規卒業生を対象とした国家免許制度のための国家試験は、3 年後

をめどに実施されると考えられ、国家免許制度の事務局的業務を担う予定である保健専門職カウ

ンシルの組織化は、今後国家免許制度の開発過程でより進められるものと判断される。 

上位目標以外のインパクトとしては、以下の点が挙げられる。 

・国家免許制度の開発過程では、看護師のみならず医師や歯科医師も活動に関与した。このた

め、国家免許制度開発に係るプロジェクトの成果は、他の保健職種へもプラスのインパクト

が見込まれる。 

・4 つの PHS におけるディプロマ看護コース（2.5 年）カリキュラムは、2015 年 10 月よりコン

ピテンシーに基づく上級ディプロマ看護コース（3 年）にアップグレードされる見通しであ

る。また、このカリキュラムは、助産カリキュラムの改訂にあたっても参考文書として活用

された。 

プロジェクト実施による負のインパクトは、現時点で確認されていない。 

 

４－５ 持続性 

４－５－１ 政策面 

政策面の観点からの持続性は以下の理由から高いと判断された。 

・保健人材の育成は今後もラオス保健セクターの重点課題として位置づけられる可能性が高

い。「保健人材開発戦略 2020」では学校・病院・MOH 等関係機関の連携強化を通じた保健

人材の能力強化の必要性が挙げられている。 

・「第 8 次保健セクター開発 5 カ年計画（2016～2020）」
13

 では、①保健サービスの質の担保

や②保健システム開発の強化に関する目標が記載されている。 

・改訂保健法は 2014 年 12 月に国会に承認され、2015 年 5 月に施行された。改訂保健法のな

                                                        
13 2014年10月6日付のUnofficial translationより抜粋。 
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かには、国家免許制度が保健専門職カウンシルの役割・責務として記載されている。さら

に、「ラオス国保健専門職の免許制度に係る戦略（案）」は策定され、承認手続きのために

2015 年 10 月に提出される計画である。 

 

４－５－２ 組織・財政面 

組織・財政面の観点からは、以下のとおりその持続性に貢献し得る要素もいくつか確認され

たが、終了時評価時点では以下の理由により、その持続性を検討するには時期尚早と判断され

た。 

・9 カ所の学校に対し、教材の提供や看護教育のサポーティブスーパービジョンを実施する

ため、DTR ではこれらの必要経費を 2015/16 年度の予算申請に計上している。 

・「保健ケア改革計画（2016～2020）」によれば、「公的・民間セクターの保健専門職の登録

に係る国家試験制度開発プロジェクト」と題されたプロジェクトが、668,100 USD の見込

み予算額とともにリストアップされている。 

・マホソット病院の副院長は、プロジェクトによりモデル病棟で導入した看護記録の新しい

様式をプロジェクト終了後も継続して活用していきたい意向をもつとともに、今後モデル

病棟以外の病棟に対しても、これらの看護記録の様式を普及させていきたいと考えている。 

・他方、保健専門職カウンシルの組織的構造については、終了時評価調査時点では十分に明

確になされていない。 

 

４－５－３ 技術面 

技術面の観点からの持続性は、以下の理由により中程度に高いと判断された。 

・コンピテンシーに基づく上級ディプロマ看護コースは 3 県の CHS で既に導入されており、

教員達は標準シラバスを策定するとともに新しいカリキュラムを実施するための教授法

について学んだ。これらの教育を強化するために、学校と実習病院に対して教材や教育用

機材等も提供された。 

・モデル病棟では看護記録の改善が少しずつみられている。2014 年 6 月より新しい看護記録

のフォーマットが導入され、モデル病棟の看護師たちからはプロジェクト終了後もこれら

を継続して使用する意向が確認された。 

・モデル病棟の活動を普及するため、マホソット病院のモデル病棟とモデル病棟以外の看護

師約 20 名が TOT を受講し、普及ワークショップの講師となる準備を進めている。 

・看護教育委員会（UHS、CHS、及びその実習病院関係者から成る）は DTR が今後コンピテ

ンシーに基づくカリキュラム改訂等、必要に応じて招集した際には集まる仕組みとなって

いる。看護教育のサポーティブスーパービジョンの継続にあたっては、これまでの研修や

マニュアルの策定によりスーパーバイザーたちは今後独自にサポーティブスーパービジ

ョンを実施する準備ができている。 
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第５章第５章第５章第５章    結論、提言及び教訓結論、提言及び教訓結論、提言及び教訓結論、提言及び教訓 

 

５－１ 結論 

プロジェクトは順調な進捗をみせており、アウトプット 1 と 2 はともにおおむね達成、アウト

プット 3 は中程度に達成されていると判断された。プロジェクト終了までにプロジェクト目標を

達成する見込みは中程度に高いと判断される。プロジェクトにより、理論面、及び臨床と教育の

すべての現場でコンピテンシーに基づく看護教育の基盤強化が図られた。評価 5 項目の観点から

の分析結果として、妥当性は高く、有効性と効率性は中程度に高いと判断された。インパクトの

見込みは現時点では中程度と判断されたが、上位目標以外のインパクトもいくつか確認された。

持続性については、政策面では高く、組織・財政面の観点からの評価は現時点では時期尚早と判

断され、技術面では中程度に高いと判断された。 

 

５－２ 提言 

前章までにみた調査結果に基づき、プロジェクトの後半期の活動に対し以下のとおり提言を行

う。 

５－２－１ プロジェクト期間中に対する提言 

1．国家免許制度に係る戦略の円滑な提出及び承認 

「保健専門職の国家免許制度に係る戦略（案）」はプロジェクトに残された課題の 1 つで

ある。現地調査では副大臣により右戦略は 2015 年 10 月に提出、2015 年 12 月には MOH に

より承認される計画であることが確認されたため、MOH ではこの提出及び承認プロセスを

円滑に進めるべく必要なアクションと調整がなされることを提言する。なお、本戦略の承

認は上位目標の達成見込みを向上させるのみならず、2015 年の AEC 統合にかんがみ、MRA

準拠への課題を満たすことにもつながる。 

2．看護実践モデルのさらなる改善 

モデル病棟の看護実践モデルは今後も継続して改善される必要がある。このため、プロ

ジェクトではモデル病棟での看護ケアの質が継続的に強化されるよう必要な努力を進める

こと（例：内部のピア記録・評価、モニタリング等）。 

3．看護実践モデルに関する知識の普及 

マホソット病院の看護実践モデルの他病院に対する普及にあたっては、コンピテンシー

に基づく看護は十分に浸透してない可能性があるため、その背景にある知識も伝える必要

がある。そのために、ワークショップ前後にテストを実施するなどして知識の増加を計測

すること。 

4．看護ケアマネジメントツールの普及ワークショップへの管理職の参加 

マネジメントツールの普及ワークショップには、病院及び学校の管理職からも参加を促

し、トップレベルからこれらのツールを活用するよう動機づけを行うこと。プロジェクト

では彼らの参加を適宜促すための必要な手段を講じることを提言する。 

5．看護実践モデルの普及プロセスにおける JOCV との連携 

県・郡レベルの病院に配属されている JOCV 看護師隊員は、マネジメントツールを活用

して看護記録の改善を図るための知識と経験をもっている。プロジェクトは今後もより一

層これらの人材を活用し、看護実践のモデルの普及を図ることが望ましい。 
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6．学校報告制度における報告頻度の検証 

学校によっては年に 2 回の報告義務の必要性に対し理解を示していないところも見受け

られ、実際に多くの学校からは年に 1 度の報告があるのみである。この状況を踏まえ、プ

ロジェクトは適切な報告頻度を再度検証するとともに、その結果を改訂された看護助産学

校管理ガイドラインに反映することが望まれる。 

7．年 2 回報告内容の看護教育のサポーティブスーパービジョンへの活用 

CHS からの年に 2 回の報告書はサポーティブスーパービジョンを提供するうえで有益と

なる情報（看護教育の課題や弱点等）を含むべきものである。サポーティブスーパービジ

ョンの実施にあたっては、事前に報告書をレビューし、その内容に対するフィードバック

を実施する機会としてとらえるべきである。なお、緊急な対応が必要な場合には、適宜従

来どおり電話等での対応も行うこと。 

8．保健ケア専門職室人員の増員 

国家免許制度の制定と保健専門職カウンシルの設立のために、MOH は保健専門職室の人

員を緊急に増員させる必要がある。国家免許制度を計画どおりに制定し実施するためには、

同室の職員が免許制度に係る職務に専任できる環境を整備すること。 

 

５－２－２ プロジェクト終了後に対する提言 

1．看護実践モデルの戦略的なスケールアップ 

看護実践モデルのマホソット病院内外のスケールアップに向けては、対象となる病院の

それぞれの能力や実践状況に合わせて細やかな指導の下導入されることが望ましい。例え

ば、MOH は看護修士課程を保有するスタッフを戦略的にリーダーとして配置し、看護実践

モデルの導入にあたり適切な助言や指導がなされる体制を整備すること。 

2．看護助産規則改訂プロセスにおける協議 

看護助産規則の改訂にあたっては、プロジェクトでは主な改訂論点を内部協議したが、

今後改訂作業を進めるにあたり MOH は関係する看護・助産のステークホルダーを巻き込ん

で実施すること。 

3．サポーティブスーパービジョンチームの調整 

サポーティブスーパービジョンの継続にあたり、スーパーバイザーチームのメンバー構

成を見直すこと。理由としては、①DTR としてこれまでどおりの規模のメンバー構成で実

施するには関係者の調整が困難であると予想されること、②長期的にサポーティブスーパ

ービジョンの実施にあたる予算がどの程度確保されるかが明確でないこと、③学校管理ガ

イドライン及び看護師のコンピテンシーに基づく教育が実施されている状況下では、比較

的簡易な形態でのサポーティブスーパービジョンが適切だと判断されるためである。 

4．コンピテンシーに基づくカリキュラムの改訂 

今後の疫学的、社会人口学的な変遷により、コンピテンシーに基づくカリキュラムは必

要に応じてレビューまたは改訂すること。 

 

５－３ 教訓 

プロジェクトの実施プロセスにおいては、グッドプラクティスや教訓となり得る経験が確認さ

れた。今後類似の技術協力プロジェクトのデザイン検討や計画策定を行う場合には、以下の教訓
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を適用またはその適用可能性について検討することが望ましい。 

 

1．看護実践モデルのための行動変容への課題 

マネジメントツールの紹介と説明だけでは、対象病院である他病院にて看護実践モデルを

導入することは難しい。トップレベルのコミットメントや継続的な指導、人材があって初め

て看護実践モデルを実践する行動変容を起こすことができる。ラオスや他国で看護実践モデ

ルの実践をめざすプロジェクトを形成するにあたっては、この点を考慮する必要がある。 

2．第三国専門家/研修の活用 

第三国専門家や第三国研修の実施は戦略的に活用することでプロジェクト効果の貢献要因

となり得る。 

3．プロジェクトデザインの柔軟な軌道修正 

特定の技術分野で優先度の高い必要性が生じたときには、プロジェクトのスコープ内に新

しい要素を取り入れ対応するなど、プロジェクトのデザインを柔軟に変更することも重要で

ある。プロジェクトでは、看護師のコンピテンシーと国家免許制度の制定という新たなニー

ズに対して成功裏にこれらの要素をプロジェクトデザインに取り込むことができた。 

4．看護専門職をターゲットとすることによる効果 

すべての国で看護職は保健職種のなかで多くの割合を占め、その教育バックグランドも多

様である。看護の教育システムや関連規定・制度の開発を進めることで、その経験を他職種

に対しても適用することが可能となる。 

5．保健人材（Human Resources for Health：HRH）の育成に係る包括的な協力 

プロジェクトは保健人材の育成に関し①看護教育、②看護サービス、③関連規定の整備を

行う包括的なデザインであった。その困難だがやりがいもあるデザインのゆえに HRH をとり

まく複雑な課題に多面的に取り組み、それぞれの領域で関連性のある成果を上げることにつ

ながった。 
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第６章第６章第６章第６章    技術参与、技術参与、技術参与、技術参与、団長所感団長所感団長所感団長所感 

 

６－１ 技術参与所感 

６－１－１ 母子保健技術参与所感 

本プロジェクトの目標は、質の高いサービスを提供するために保健人材開発のシステムを強

化することである。ラオスの状況としては、まだまだ、母子保健関連の指標である乳幼児死亡、

妊産婦死亡とも高く、国連ミレニアム開発目標（MDGs）、特にゴール 4.5 の達成も難しい状況

であり、その最大の原因が、母子保健人材、特に看護人材の量と質の不足であるといえる。し

かしながら、量的にも増やすとともに、その質を担保するためにも、規定や基準が整っていな

いなかでの学校での教育、目標が明確でない病院での卒後研修の強化をすることが必要となっ

た。また、プロジェクト開始後に ASEAN 地域の経済連携（AEC）における保健医療人材の域

内での相互交流のために、2015 年までに各国における国家試験と免許制度の確立を整備するこ

とが求められ、本プロジェクトの役割が大きくなった。 

本プロジェクトでは、成果 1 として、人材育成の基盤である法及び基準や規定の整備、マホ

ソット病院における基準や規定を使う実施モデルの強化が行われた。当初は、マホソット病院

においてのモデル実施が可能かどうかの不安が多かったものの、タイからの第三国専門家の派

遣、シニアボランティアの支援もあり、順調にすすんだ。成果 2 としてマホソット病院の経験

の他施設の移転が研修等を通じて、その導入が行われる。成果 3 として、これらの研修を効果

的にすすめるための各関係諸機関の調整、カリキュラム実施強化のためのサポーティブスーパ

ービジョンも開始された。また、これと並行して同時に、保健医療人材（医師、歯科医師、看

護）の認証のためのカウンシルのシステムも確立される予定となった。 

 

今後の課題： 

・ASEAN に向けての体制を表向きには設立してしまうものの、カウンシルの実質的な体制、

具体的内容が整わない可能性があり、本プロジェクトで実施しているコンピテンシーを基本

概念とした看護人材育成の内容が整い、それに即した国家試験が実施されることの実現には

組織的な持続性に課題があり、特にこれを選任とした人員体制の補充が望まれる。また、プ

ロジェクト終了後には、人材育成に関心をもつアジア開発銀行や WHO との協調した活動が

必要である。 

・母子保健人材の育成では、看護人材、助産人材の共通の概念の下に、体制を整えていく必要

があり、MOH としてはこれを望んではいるものの、実現のためには UNFPA との調整が必要

である。 

 

６－１－２ 看護教育技術参与所感 

筆者は 2013 年 7 月の運営指導調査、2014 年 3 月の中間レビュー調査に続いて、今回は終了

時評価調査に参加し、4 年にわたるプロジェクト活動の変遷と成果、そしてラオスの看護を観

察する機会を与えられた。また 2005～10 年までの看護助産人材強化プロジェクトの初期にも 2

度、短期専門家としてラオスの看護助産規則の策定にかかわった経験もあるので、それらを含

めて所感としたい。 

JCC の場でも述べたように、2005 年の時点から考えればこの 10 年間の変化は遅々としてい
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るが、「夜明け前」からは脱したと思える。具体的に述べれば、看護助産規則、看護業務範囲

GL、助産業務範囲 GL、‟National Competencies for Licensed Nurses in Lao P.D.R”策定、これに

基づく看護教育課程の編成と教育の開始、学内実習機材の充実、教員教育、マホソット病院モ

デル病棟での看護業務範囲 GL に基づく実践とその記録作成、これらの普及のための人材育成、

国家試験と免許制度の構築に向けた“Strategy”の検討など、2 つのプロジェクトの成果は、こ

の国の看護の基盤形成に大きな成果を上げたといえる。以下、ミニッツには触れていない点を

中心に課題等を記しておくこととする。 

1．自主的な看護の研究会・学会の組織化 

看護教育を担う教員の質は教育の質を改善するためには極めて重要である。教員について

は、前プロジェクトでの支援から始まって、10 年間で看護学修士、看護学士の学位取得者が

生まれた。現在は看護教員として配置されている者も多いとのことである。ラオスが社会主

義国であるため、自主的な集団の形成に制約があるのかもしれないが、今後は修士の教員を

中心に、看護教育研究会・学会の組織化を図っていくべきである。これは、いつまでも看護

教育が国主導、外国の支援主導でなく、ラオス人看護師が後輩をどのように育てるのかを考

え、試みていく道筋として重要である。 

このことは病院の看護に携わっている修士の看護師たちにもいえることで、看護管理研究

会・学会が自主的に組織化されることが望まれる。その結果は、モデル病棟の看護の普及に

も大きな力になるに違いない。 

2．国会試験・免許制度構築への継続支援の必要性 

保健副大臣によれば、国家試験と免許制度の構築に向けた“Strategy”は遅くとも 2015 年

12 月までに承認されるということであったが、その具体的運用、基盤になるカウンシル制度

の構築などには多くの時間とエネルギーが必要である。現在の MOH の力量では困難が予測

される。カウンシルに関する 2007 年の大臣令の改正、医師や看護師等の部門ごとの組織化、

事務局の体制、免許の前提となる公正な国家試験の実施・合格基準策定のための体制整備、

これらのための予算獲得等、課題は挙げればきりがない。筋道を立ててこれらを動かすため

には、日本を含めて国際的な技術的、経済的支援がまだ必要であると思われる。 

ASEAN 諸国相互承認枠組み協定（Mutual Recognition Arrangement：MRA）があることから、

中間レビューの際にも試験・免許制度構築は急いでいることが理解されていたはずであるが、

この 1 年半の動きはあまりにも遅い。自らやる気があるのかどうかさえも疑いたくなるよう

な状況である。今後の支援を検討するにあたっては、大臣令の改正とカウンシル体制の基本

骨格の明確化を前提としてはいかがかと思っている。 

3．若い人材の登用について 

10 年間全般を通じて考えると、プロジェクトの進展にも大きな影響を与えている MOH 内

の人材の課題が極めて大きい。プロジェクトの掲げている課題の大きさに比べ、C/P が少な

いうえに若い人材の登用が少ない。ラオスの看護師は約 5,000人とのことであり、うち 50人、

ちょうど 1％は修士取得者である。彼らの配置をどのように考えているのか、その看護師た

ちが行使できる権限はどの程度のものか。10 年を超えて Ms.Phengdy が MOH の看護リーダ

ーになぜ、とどまっているのか。 

JICA としては、このような人事への介入は難しいだろうが、この国のあり方を飛躍的に発

展させていくには、将来を嘱望できる若い人材を思いきって登用する人事当局の決断が必要
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なのではないかと思われる。 

 

６－２ 団長所感 

2005 年に開始された先行事業から今回の本プロジェクトの終了時評価まで 10 年が経過した。

その間、保健人材分野における対ラオスの JICA の支援が継ぎ目なく行われ着実に成果を上げて

きている。他方、ラオス国 MOH の JICA に対する依存心を、醸成した一面があるかもしれない。

今回、MOH 高官との面談のなかで、免許制度の戦略承認プロセスという JICA 介入の範囲を超え

た部分の遅延についても、「JICA 専門家を増やして対応してほしい」という発言があった。この

発言は、ラオス MOH の主体性の弱さと援助依存性を象徴するものとして、小職としては大変驚

いたとともに看過できない一言であった。これまで JICA が支援してきた手法を否定する意図は

全くないものの、今後の事業の進め方やアプローチには一定の工夫をするべきではないかと考え

る。例えば、本プロジェクト終了後に後継案件として要請されている看護師免許制度整備の技術

協力案件の採択は、本プロジェクトの残り 6 カ月間の進捗にかんがみて行う予定であるとラオス

MOH 側に通告するのも一考ではないであろうか。特に 2015 年 12 月までの完了をコミットした、

①看護師免許制度の戦略書（案）の承認、②保健人材評議会（Health Professional Council）の委員

構成や責務の明確化―の 2 点の進捗と結果については注視するべきだ。もし可能なら上記 2 点を

後継案件実施の判断材料の一部に、すべきであろう。 

提言にも記載されているとおり、本プロジェクトは、①卒前教育、②継続教育、③看護職等に

かかわる法制度整備の三位一体の包括的なデザインとなっている。JICA に限らず開発パートナー

の支援は上記の①～③の一部を切り取って支援することが一般的であるなか、さまざまな要因が

複雑に交絡する保健人材の課題を包括的にとらえ正面から立ち向かった事業として評価したい。

デザインがやや野心的であることは否めないものの、結果としては長期・短期そして日本・第三

国の専門家の効果的かつ適時的な投入により最大限に近いアウトプットを創出したといっても

よいだろう。ただし、本プロジェクトでは、当初 MNCH 分野の保健人材の強化に焦点を置いて

いたが、MRA 参画等のラオス側の置かれる状況の変化によりコンピテンシー策定や看護職免許

制度への道筋づくりといった重要項目が事業開始後に追加された。いわば、後づけで、より包括

的なデザインへ進化していったといえよう。今後は、この教訓に学び JICA は可能な限り事業の

デザインの時点で対象国の保健人材の現状をより詳細に分析し、より戦略的に包括的なデザイン

をめざすことも検討してみてはいかがだろうか。 

ラオスは、人口 1,000 人当たりの主要な保健専門職人材（医師・看護師・助産師）数は 2.17 人

と国際的な基準 2.3 人を満たしておらず、“World Health Report 2006”（WHO）発刊以来、保健人

材の危機的状況が継続している。そのような状況のなか、保健人材の事業を実施したことの意義

は大きい。その点でも、大変筋の良い事業であるといえよう。しかしながら、MRA により周辺

国を含めた域内での保健人材の流動性を高めることは、保健人材危機国の立場にあるラオスにと

っては十分かつ細心の注意を払うべきである。MRA 参画は、周辺国からの資格不十分な保健人

材の流入阻止という当面の課題については有効な対策となる一方、将来ラオス国内で質の高い人

材が育成されるにつれ周辺国へ保健人材の流出の引き金となりかねない。いわば諸刃の剣ともな

り得るリスクを現時点で認識するべきであろう。 
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